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はしがき 

 

 災害公営住宅は自宅が再建できない被災者のために自治体が建設する公的な賃貸住宅です。東日本

大震災では約３万戸の災害公営住宅が整備されましたが、入居者の半分近くは高齢者であるといわ

れており、入居した後の見守りや生活支援が必要になってきます。このような問題に対して、日常的

な見守り活動や生活支援の拠点となるとともに、災害公営住宅の入居者をはじめとする幅広い地域

住民が集まるコミュニティの拠点となるような形で、災害公営住宅に併設してつくられたのが、本資

料で紹介する宮城県南三陸町の高齢者生活支援施設「結の里」です。 

 国立研究開発法人建築研究所（以下、「建築研究所」）は、国土交通省住宅局が市町村における災害

公営住宅の整備検討を支援するためにコンサルタントを派遣する調査業務（通称「直轄調査」）に、

国土交通省国土技術政策総合研究所とともに技術指導の立場で参画し、2011 年の東日本大震災、2016

年の熊本地震、2018 年の西日本豪雨、そして 2024 年の能登半島地震まで、市町村を支援する様々な

活動を行ってきました。なかでも東日本大震災の直轄調査は、2011 年度から 2015 年度までの５年間

に渡って実施され、建築研究所のスタッフもこの間及びそれ以降も含めて市町村に対する継続的な

支援を行ってきました。「結の里」も、そのような支援の中で実現したプロジェクトの一つです。 

 今後わが国では高齢化や人口減少が急激に進むといわれており、高齢者の生活を支えるための住ま

いの確保や、住まいでの生活を支えるための支援は、とても重要な課題です。特に災害が発生した後

には、高齢化や人口減少の問題が平時以上のスピードで生じることとなり、高齢者が多く暮らすこと

となる災害公営住宅において、見守りや生活支援を行う施設や体制を整備することはさらに重要に

なります。そのような問題に対する一つの解答として、高齢者生活支援施設「結の里」の取組は参考

になるのではと考えます。本資料がそのための一助となれば幸いです。 
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概要 

 

 本資料は、東日本大震災で多大な被害を受けた宮城県南三陸町において、災害公営住宅団地に併設

される形で建設された高齢者生活支援施設「結の里」に関して、最初のアイデアの段階から、町内で

のオーソライズ、イメージの構築と具体のプランの設計、そして運営体制の検討を経て、実現に至る

までの経緯を整理したものである。 

 災害後に建設される災害公営住宅は、自宅を自力で再建できない被災者に対して供給されるもので

あり、資金力や行動力が相対的に乏しい高齢者が多く入居することになる。災害公営住宅の入居者の

うち高齢者が占める割合が半数を超えるような市町村や団地も多く、完成後に入居して生活が始ま

ってからも、安心して暮らせるように見守ることが必要であり、また一人で暮らすのが難しい者に対

しては様々な生活支援を行うことが求められる。 

 「結の里」は、このような高齢者の在宅生活を支える介護サービスを提供するとともに、住民が気

軽に集えて地域でのささえあい・助け合いが広がっていくような場とするために、つくられた高齢者

生活支援施設である。南三陸町の社会福祉協議会が補助金を受けて整備して運営を行っているとこ

ろ、及び地域の住民が運営に関わっているところが特徴であり、このような民設民営の形で運営され

ている生活支援施設が併設されている団地は、東日本大震災後に建設された災害公営住宅の中でも

珍しいものであり、意欲的かつ先駆的な取組といえる。 

 この施設は、南三陸町の住宅部局・福祉部局、南三陸町社会福祉協議会のほか、宮城県の住宅・福

祉部局、災害公営住宅を建設するＵＲ都市機構、外部から支援するコンサルタントや研究者、そして

住民などの、様々な立場の人々の長年にわたる努力と協力があって実現したものであり、これらの主

体が 5年程に渡って進めてきた検討の経過が本資料にまとめられている。 

 

 
*1 国立研究開発法人建築研究所住宅・都市研究グループ *2 ジオ・プランニング 
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ABSTRUCT 
 

This publication summarizes the process of the establishment of elderly living support facility named “Yui no 

Sato” in Minamisanriku town of Miyagi prefecture after the Great East Japan Earthquake. 

This facility contains senior day care center, home-visit care support center, general consultation desk, and 

community café. These services are provided not only for elderly persons who live in disaster public housing 

but also for residents of all ages in the town. Social welfare council built this facility with public subsidies, and 

operates this facility in cooperation with residents. 

During the construction of this facility, various parties cooperated, including the town government, the social 

welfare council, the prefectural government, staff of Urban Renaissance Agency (UR), consultants, academic 

experts and residents. Their efforts and collaboration for five years are documented in this publication. 

 
 
*1 Building Research Institute, *2 Geo Planning 
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１．はじめに 

(1)高齢者生活支援施設「結の里」の概要 

 「結の里」は、2011 年 3月 11 日の東日本大震災で大きな被害を受けた宮城県南三陸町（以降、

「町」と表記）で整備された高齢者生活支援施設である。災害公営住宅の戸数が最も多く、高齢

者の入居が多く見込まれた志津川東地区において、高齢者の在宅生活を支える介護サービスを提

供するとともに、子どもから高齢者まで、町民の誰もが気軽に集い、地域でのささえあい・助け

合いが広がっていくような「みんなの居場所・ささえあいの拠点」として、平成 30年 4月 1 日に

開設された。本施設の概要は以下の通りである。 
 

所在地 ： 宮城県本吉郡南三陸町志津川字天王山 38-152 

敷地面積： 2,541,73 ㎡ 

延べ面積： 526.17 ㎡ 

構造  ： 木造平屋建 

建築設計： 株式会社福祉医療建築設計事務所 

建設工事： 志津川建設株式会社 

整備運営： 社会福祉法人 南三陸町社会福祉協議会 
 

 本施設は、計 265 戸と町内で最も戸数の多い災害公営住宅「志津川東復興住宅」に隣接して建

てられている。介護保険の通所介護を行うデイサービスセンター、介護の相談・ケアプラン作成

を行う居宅介護支援センターのほか、様々な世帯の相談を一元的・包括的に受けつける総合相談

窓口、地域交流の場となるカフェラウンジなどが設けられている。施設の南面はウッドデッキと

なっており、対面する志津川東復興住宅の集会所と一体的に利用が可能となっている。 

 

 

南三陸町社会福祉協議会 結の里ホームページ(https://www.minamisanriku-syakyo.or.jp/pages/30/)より 
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南三陸町社会福祉協議会 結の里ホームページ(https://www.minamisanriku-syakyo.or.jp/pages/30/)より 

 

(2)検討経緯の概要 

 「結の里」の開設に至る経緯は次ページの年表に示す通りである。 

 災害公営住宅での高齢者の孤立化が危惧されることから、地域ささえあいの拠点となる福祉・

交流施設の必要性が、町の福祉アドバイザーであった本間照雄氏（現・地域福祉研究所）から指

摘された。そして町保健福祉課・復興事業推進課と災害公営住宅を整備するＵＲ都市機構（以降、

「ＵＲ」）とが意見交換会を行い、福祉と住まいの連携構想が出された。 

構想を受けて、宮城県が、南三陸町・日本建築学会・国土交通省直轄調査チーム・ＵＲが参 

加する検討会を主催し、志津川東地区の災害公営住宅・集会所の具体的な計画を検討するととも

に、隣接する福祉・交流施設のコンセプトと整備イメージを検討し共有した。 

 南三陸町は、デイサービス、居宅介護支援事業所を兼ねた総合相談窓口、高齢者の見守り拠点

とともに、高齢者や子育て世帯等が集い交流できる拠点を整備・運営する事業者の企画提案を公

募した結果、南三陸町社会福祉協議会（以降、「社協」）が整備・運営事業者として選定された。 

選定後、社協では施設や活動の具体化の検討を重ね、平成 30 年 3 月 29 日に建物が竣工した。

町民からの公募により、建物の愛称が「結の里」と決定した。 



■高齢者生活支援施設「結の里」開設までの流れと関連する主な取り組み 

年度 H23 (2011) H24 (2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) 

被災者生活支援 

南三陸町保健福祉課、

社協、本間照雄氏 

 

 

 

    

 

 

 

    

災害公営住宅 

・全体計画 

・志津川東地区 

南三陸町復興事業推進

課、建設課、UR(+日東設

計)、直轄調査チーム 

 

 

 

    

 

 

    

高齢者支援施設「結の里」

（福祉モール） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

「結の里」（福祉モール）に

関する主な取り組み 

 ・復興事業推進課・UR・保健

福祉課の意見交換 

 

・第２回災害公営住宅整備検

討会（H25.10） 

・福祉と住宅の連携に関する

勉強会（H25.12） 

・福祉と住まいの連携モデル

整備検討会 

（第１回：H26.2.5、第 2 回：

H26.2.19、第 3 回：

H26.3.28） 

 

 

 

 

 

・第 4 回福祉と住まいの連携

モデル整備検討会（H26.6） 

・第 5 回福祉と住まいの連携

モデル整備検討会（H26.8） 

・第 6 回福祉と住まいの連携

モデル整備検討会（H27.3） 

・高齢者生活支援施設整備・

運営事業者の公募・決定

（H27.8～9） 

・高齢者生活支援施設の整

備と運営に関する検討会議

（H27.9） 

・「南三陸町高齢者生活支援

施設等整備事業基本協定」

の締結（H27.10） 

・ショートステイを事業から外

す計画見直しが決定

（H28.3） 

・ UR に よ る LSA 勉 強 会

（H28.7）、集会所の活用等

の働きかけの検討 

・社協スタッフの「福祉モール

勉強会」（H28.9） 

・高齢者生活支援施設基本

設計終了（H28.12） 

・社協スタッフの「福祉モール

勉強会」（H28.12） 

・ほっとバンク＆社協福祉モ

ール勉強会（H29.2） 

・社協「地域支え合い活動準

備会」（WS）（H29.3） 

・第 1 回地域ささえあい活動

検討会（H29.5） 

・社協勉強会（WS）（H29.6） 

・第 2 回地域ささえあい活動

検討会（H29.7） 

・高齢者生活支援施設着工

（H29.9） 

・試行活動（H29.10〜11） 

・第 3 回地域ささえあい活動

検討会（H29.12） 

・第 4 回地域ささえあい活動

検討会（H30.3） 

・高齢者生活支援施設竣工

（H30.3） 

・高齢者生活支援施設「結の

里」開設・運営開始（H30.4） 

・結の里運営協議会設立

（H30.8） 

関連する動き 

 

 

 

・被災者生活支援センター開

設（H２３.7） 

・「災害公営住宅整備計画」

の策定（H24.3） 

 ・災害公営住宅入居仮申込

（H25.8） 

・「くらしの懇談会」開始

（H25.10） 

・災害公営住宅入居仮申込

による地区決定（H26.1～2） 

 

・「コミュニティの拠点形成とし

ての集会所等設計マニュア

ル」（H26.4） 

・志津川地区の街区申込

（H26.10） 

・滞在型支援員終了（H27.3） 

 

・社協「ほっとバンク」開始

（H27.5） 

 

 

 

 

 

・志津川東 1～3 街区入居、

第一集会所開設（H28.7～

9） 

・志津川東の東（1・2 街区）自

治会設立（H28.11） 

・志津川東 4～6 街区入居、

第二集会所開設（H29.1） 

・志津川東の西（3〜6 街区）

自治会設立（H29.10） 

 

 

福祉モールのアイデア 第２回整備検討会 

町役場 

オーソライズ 

連携モデル検討会 事業者 

決定、 

基本協定 

の締結 

結の里開設 

地域ささえあい検討会 

(1)被災者支援と復興の

枠組みづくり（背景） 
(2)「福祉モール」始動期 (3)計画・事業手法検討期 (4)設計見直し 

  運営のしくみづくり準備期 

(5)実施設計・工事 

  運営の仕組みづくり活

公募 

  運営のしくみづくり活動期 

被災者生活支援

センター開設 

志津川東地区基本検討 志津川東地区基本計画 実施設計・施工 

くらしの懇談会 

（入居前のコミュニティづくり） 

 

●    

災害公営住宅 

整備計画策定 

復興事業推進課・UR・保健福祉課

意見交換 

災害公営住宅への LSA 配置（見守り支援業務） 

社協「ほっとバンク」開始 

滞在型支援員終了 

志津川東地区入居 

基本設計（見直し） 実施設計・確認申請 公募 

準備 

勉強会 

UR・社協・LSA 勉強会 

福祉モール勉強会 運営協議会 

設立 

運営 

開始 

集会所等設計 

マニュアル 

くらしの懇談会 

（集会所等） 

南三陸町災害公営住宅整備検討会 

施工 
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２．検討の経緯 
 

(1)被災者支援と復興の枠組みづくり（背景） 

  …被災者生活支援システムの構築と災害公営住宅整備計画の策定（H23 年度） 
 

南三陸町では、震災直後から福祉アドバイザーとして南三陸町に入った本間照雄氏の指導の下、

多数の町民を雇用し仮設住宅における被災者生活支援を行う体制を構築していった。一方、震災

後の住まいの復興として町民の意向調査等をもとに災害公営住宅整備計画が策定され、地区別の

建設目標戸数や整備手法などが示されたが、災害公営住宅には多くの高齢者の入居が予想された

ことから、本間氏により災害公営住宅における高齢者支援の必要性が指摘された。 

 

①被災者支援システムの構築 

 

平成 23 年 3 月 11日 14 時 46 分頃、三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0、最大震度 7（栗原

市）の大地震（東日本大震災）が発生した。この地震やこれに伴う巨大津波は、東北地方の三陸

沿岸部を中心に、広範囲に甚大な人的、物的被害をもたらした。宮城県南三陸町では、巨大地震

が引き起こした大津波によって、17,666 人（平成 23 年 2 月末住民基本台帳）のうちの 9,746 人

（平成 23年 3月 19日消防団等確認）が避難者となり、人的被害 831 人（死者・行方不明）、建物

（住家）被害 3,321 戸（半壊以上）の壊滅的被害を受けた。 

 

発災から１か月ほど経過した平成 23 年 4 月下旬、町民は避難所から応急仮設住宅に移り始め、

阪神・淡路大震災で大きな問題となった｢孤独死｣の対応が必要になった。しかし、少ない専門職

は目前の業務に忙殺され、介護保険事業者も著しい業務停滞に陥っており、応急仮設住宅に移り

住む被災者に対して、個別に見守りを行うことまでは手が回りそうになかった。また、国が想定

している専門職を配置する被災者サポートセンターの仕組みでは、町内外 58 か所に点在する応急

仮設住宅入居者に対応することは難しかった。 

こうした中で町が着目したのは、被災者でもある町民と緊急雇用創出事業である。自ら被災し

ながらも町の復旧復興に何らかの形で役に立ちたいと考えている町民は多くいた。何より彼らは

生まれ育った地域社会を知り尽くしている。同時に、仕事の場を失った彼らに収入を得る機会を

設ける場にもなる。町ではこうした考えをもとに多数の被災町民を雇用し、彼らを被災者支援の

第一線に立つ生活支援員に据える、被災者生活支援センターの設置を構想した。町は、被災者生

活支援センターによる被災者支援活動を南三陸町社会福祉協議会に委託し、被災者生活支援セン

ターでは最大時 241人の生活支援員で見守り支援活動を行った。 

こうした被災者支援の組織づくりを任されていたのが、当時行政ボランティアとして町保健福

祉課および社協の福祉アドバイザーを務めていた本間照雄氏（現・地域福祉研究所）であり、町

民を人材／資源として町民を主役にする被災者支援を目指したシステムづくりと継続的な人材育

成を行った。 
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■被災者生活支援センターの概要 

 南三陸町は、平成 23年 7 月 19 日、多くの町民

を生活支援員とする被災者生活支援センターを

設置した。被災者生活支援センターは、日常的に

関わる生活支援員に町民を充てて被災者生活支

援の第一線に据え（第 1 層）、その上に彼らから

上がってくる様々な情報を再確認あるいは整理

（トリアージ）するコミュニティ・ソーシャル・

ワーカー（CSW）及び看護師等の専門職員を置き（第 2 層）、最終判断や評価を行う役場保健師

等（第 3 層）につないで事案の解決を図るという、三層構造の体制で被災者支援を行うシステ

ムを構築した。 

 南三陸町の被災者支援は、地元の社会福祉協議会に事業を委託して行った。町は、社会福祉

協議会に委託をしているものの、人財育成、システム構築等々、事業運営の全般にわたり全面

的にバックアップしている。支援活動は、本部機能を担う被災者生活支援センター1か所と個々

に具体的活動を展開するサテライトセンター6か所（最大時）に拠点を設けて行った。 

  

■生活支援員 

 被災者生活支援センターでは、最大時 241 人の三種類の異なる役割を持つ生活支援員で見守

り支援事業を行った。 

・巡回型支援員：応急仮設住宅を全戸訪問し、見守りや相談相手になる生活支援員の基本形態。

6 か所のサテライトセンターに応急仮設住宅戸数等を勘案して配置。 

・滞在型支援員：自らが居住する応急仮設住宅団地内の気になる世帯を朝と夕の二回訪問。 

・訪問型支援員（みなし仮設住宅利用者対象）：宮城県内は 12 市 12 町、県外は 31 都道府県に

973 世帯散らばっている（最大時：平成 24 年 1 月 11 日現在）みなし仮設住宅利用者に対し、

県内対象者 714 世帯については、各住宅を直接訪問して孤立感を深めぬように寄り添い、県

外居住者については、月一回程度の電話で対応。 

 

出典・参照：本間照雄（2018）「被災住民が担い手になった生活支援員（LSA）とコミュニティづくり－宮城県南

三陸町被災者支援の事例から」社会学年報 No.47，pp.25-35 

 

図 支援の 3 層構造 
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②災害公営住宅整備計画の策定 

●災害公営住宅整備計画の概要（次ページ参照） 

南三陸町では、南三陸町震災復興計画（H23.12.26 策定）や宮城県復興住宅計画（H23.12.21 策

定）の趣旨を踏まえ、南三陸町独自の災害公営住宅の整備の方針を示した「災害公営住宅整備計

画」（H24.3.26）を策定した。 

そこでは、「今後の移転先と住まいに関する意向調査」（H24.1.20 時点）として行われた住民

の意向調査をもとに、災害公営住宅の建設目標戸数を最大 1,000 戸とし（平成 24 年度以降の意

向調査で戸数を再精査）、地区別には以下の建設目標戸数を設定した。 

 

地区名 志津川 歌津 戸倉 入谷 

建設戸数 700 戸 140 戸 110 戸 50 戸 

＊各地区の整備団地数は、小学校区毎に１団地を基本とし建設戸数を考慮して今後検討 

 

また建設体制については「阪神・淡路大震災等の震災復興における実績や組織力を踏まえＵＲ

都市機構に優先的に事業協力を依頼」するとしており、南三陸町は平成 24年 3 月にＵＲ（独立行

政法人都市再生機構）とパートナーシップ協定を締結し、ＵＲは平成 24 年 4 月に南三陸復興支援

事務所の組織を設立している。 

 

■覚書（パートナーシップ協定）の内容（H24.3.2 南三陸町・独立行政法人都市再生機構） 

（相互協力） 

第１条 甲（南三陸町）及び乙（独立行政法人都市再生機構）は、南三陸町における復興まちづくりについて

相互に協力し、誠意をもって協議を行い、円滑な推進に努めるものとする。 

（役割分担等） 

第２条 乙は、甲が実施する次の各号に掲げる事項について、必要に応じ、協力するものとする。 

一 復興まちづくりの計画の策定 

二 復興整備事業の実施 

三 災害公営住宅の整備 

四 その他甲乙が必要と認める事項 

２ 甲及び乙は、復興まちづくりを円滑かつ効果的に進めるため、前項各号に掲げる事項の実施に関し、必要

な情報交換を行うものとする。 

３ 乙が第１項の規定に基づく協力を行うに当たっては、その具体的内容について甲乙協議し、合意の上、別

途協定書を締結するものとする。 

（その他） 

第３条 この覚書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議して定めるものとする。 

 

●災害公営住宅における高齢者支援への着目 

「今後の移転先と住まいに関する意向調査」（H24.1.20 時点）における災害公営住宅希望者をみ

ると、単身および２人世帯が過半数を占め、また 65 歳以上の高齢世帯が過半数を占めており、災

害公営住宅には一人暮らし高齢者や高齢夫婦世帯が多く入居することが予想された。 

そのため、被災者支援の組織づくりを担っていた本間照雄氏は、多くの戸数の整備が計画され

た災害公営住宅における高齢者等の孤立や生活の質の低下を危惧し、災害公営住宅の整備を担当

する役場の復興事業推進課とＵＲに、仮設住宅で行っているような高齢者支援の必要性を訴えた。

ＵＲの担当者も高齢者支援についての問題意識を持っており、平成 24 年度より町の保健福祉課と

復興事業推進課、ＵＲとの意見交換・勉強会が行われることになった。 
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(2)「福祉モール」始動期 

 …「福祉モール」のアイデア出しとオーソライズ（H24・25 年度） 
 

福祉アドバイザーであった本間照雄氏が、災害公営住宅に入居する町民の孤立化のリスクを危

惧し、平成 24 年度に災害公営住宅の整備を担当する町復興事業推進課およびＵＲとの意見交

換を申し入れた。それにより、災害公営住宅の早期の構想段階において福祉（地域交流・高齢

者等の支援）に関する専門的な視点が入り、「福祉モール」として出されたアイデアも含めて、

福祉やコミュニティ支援の考えを持つＵＲにより具体化され計画に組み込まれることになった。

その内容は、平成 25 年度に町の災害公営住宅整備検討会でオーソライズされた。 

 

①保健福祉課と復興事業推進課・ＵＲの意見交換・勉強会の始まり（H24 年度～） 

南三陸町保健福祉課および社会福祉協議会の福祉アドバイザーを務めていた本間照雄氏は、仮

設住宅での生活支援事業を推進するとともに、今後、災害公営住宅に入居する町民の孤立化のリ

スクを危惧し、平成 24年度に災害公営住宅の整備を担当する役場の復興事業推進課およびＵＲと

の意見交換（どのような災害公営住宅ができるのかを知りたい）を申し入れた。そして、意見交

換の席上で、「福祉モール」を設置する構想を提案した。 

震災で壊滅的な被害を受けた町内の福祉施設、特に在宅支援関連の施設をあわせて整備するこ

とで、設備投資を少なくするとともに早期の再開を目指すものであり、災害公営住宅に隣接して

整備することで、ワンセットでサービスを提供しようとするものである。また、被災者支援を地

域福祉と別枠で捉えるのではなく、地域福祉の中に据えて、地域福祉の視点を持ちながら被災者

支援を行うという考え方である。 
 

■災害公営住宅団地での福祉モール設置の提案（抜粋）（H24.12.18 本間照雄） 

１ 現 状 

（冒頭略） 

 町民の関心の高い災害公営住宅は，家屋を失った町民への住宅保障として 930 戸の整備が予定さ

れており，多くの町民が期待する復興の象徴的な事業計画となっている。そんな中，災害公営住宅利

用希望者の年齢や家族構成をみると一人暮らし高齢者や高齢者二人世帯が目立つ。現在応急仮設住

宅で暮らす一人暮らし高齢者は 206 人，高齢者二人世帯は 170 世帯，どちらか一方が 65 歳以上

の世帯は 148 世帯。近い将来も含めると，これらの方々の多くが災害公営住宅を希望すると考えら

れる。 

こういった現状を踏まえた時，災害公営住宅には，高齢者が出来るだけ長く住み続けられる様々

な仕掛けが内包されている必要性があると感じる。 

 

２ 提案の理由 

高齢者数及び高齢者世帯の絶対的・相対的増加は不可避の状況にある。また，入所系介護保険事業

の増加が近々予定されており，第六期介護保険事業計画では，介護保険財政への一般財源投入や保

険料アップを検討しなければならない。こうした現状を踏まえたとき，在宅での暮らしを支える基

盤整備は喫緊の課題と言える。この課題に応える一つの方策として提案するのが，ワンストップ型

福祉基盤としての｢福祉モール｣である。小規模で多様なサービス基盤を一か所に集め，効率的・効果

的サービスの提供を行うことで利用者の利便性を高め，在宅生活の質の向上と在宅生活期間の延伸

を図る。また，事業者に対しては，他事業者・他職種との連携を図ることによって，サービス内容の

充実や効率化を図るものである。 

 

３ 提案・提供内容 
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（１）福祉モールの内容 

・在宅での暮らしを支える諸サービス事業所（通所系／訪問系等）を集める。 

・高齢者，障害者，子ども等，年齢や障害を越えた協同による事業推進。 

・集約による事業コストの低廉を係り，効率的事業運営を図る。 

・ワンストップ相談機能の整備により，利用者の潜在ニーズに応える。 

（２）事業者の誘致 

・南三陸町の第六期介護保険事業計画に基づき，在宅介護を強力に進めるために，町が必要とする事

業者の誘致を公募しプロポーザル方式で決定する。 

・造成費は，津波復興拠点整備事業（国庫 10/10）で行えることから，土地代を無償又は減免で提供

する。 

・建物は，公設民営により整備することを検討し，財源措置の研究を進める。 

（３）立地場所 

・福祉モールの整備は，利用者の利便性やサービス提供の効率化を図るために高齢者利用の多い災

害公営住宅団地の一角に立地するのが望ましい。 

・また，出来るだけ年齢や支援内容に偏りのない組み合わせが求められる。 

 

４ 関連事項 

（略） 

 

その後、保健福祉課と復興事業推進課、ＵＲとの意見交換・勉強会が非定例で進められていく

中で、大規模な志津川東地区については高齢者への配慮が特に必要だということで、かなり初期

から情報交換が行われ、「福祉連携災害公営住宅」として具体的なイメージの検討が進められて

いった。その中では、社会福祉協議会を通じた災害公営住宅入居者（高齢者等）の生活支援体制

や、災害公営住宅に隣接して整備する、高齢者の居宅系サービス機能と地域支え合い促進機能を

持つ「福祉モール」の事業スキームも検討されていた。 
 

■南三陸町における福祉連携災害公営住宅の検討（H25.4 ＵＲ南三陸支援事務所） 
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②災害公営住宅におけるコミュニティ拠点（集会所）の検討「くらしの懇談会」（H25 年度～） 

仮設住宅において被災者生活支援センターによる見守り支援が行われる中、その後の災害公営

住宅での暮らしを見据え、住民意向調査やまちづくり協議会では、地域コミュニティに配慮した

災害公営住宅の整備を求める意見が見られ、また町民有志からも町議会に「南三陸町の災害復興

公営住宅におけるコミュニティ再生に配慮した管理体制への陳情書」（H25.6）が寄せられた。 

こうした意見を踏まえ、町では災害公営住宅整備検討会（③参照）を設置するとともに、災害

公営住宅の集会所や屋外空間等を地域コミュニティ形成の拠点として位置付け、そのあり方や設

計のアイデアを抽出していくワークショップ「くらしの懇談会」を開催することとした。 

平成 25 年 10 月から始まった「くらしの懇談会」は、復興事業推進課が平成 25年度国土交通省

住宅局直轄調査受託者の(株)アークポイントの運営協力により、平成 25 年度は主な仮設住宅団地

等で計 12回開催し、地域住民団体やＵＲの協力も得て集会所や屋外空間等への意見の抽出を図っ

た。そして住民の意見をもとに、可能な部分は実際の集会所等の設計に反映するとともに、その

後の災害公営住宅の集会所設計に活用するため「コミュニティの拠点形成としての集会所等設計

マニュアル」（H26.4）をまとめた。 

なお「くらしの懇談会」は、災害公営住宅入居予定者の顔合わせやコミュニティづくり、情報

提供の場とすることを意図して、平成 26年度以降も継続し、町から(株)アークポイントへの委託

業務として入居予定団地ごとに開催された。 

 

■国土交通省住宅局直轄調査について 

 被災市町村による災害公営住宅の供給を支援するため、国がコンサルタントに業務委託を

行って市町村に派遣し、個々の市町村のニーズに基づく形で、地域特性や居住者意向等を踏

まえた供給計画の検討や団地の基本計画の検討等の作業に協力する調査業務の通称である。 

平成 23～27 年度の 5 カ年に渡って実施され、南三陸町については(株)アークポイント並び

に(有)ジオ・プランニングが継続して担当してきた。また、コンサルタントへの技術的な助

言・指導を行うため、国立研究開発法人建築研究所及び国土交通省国土技術政策総合研究所

（両研究所を合わせて「Ｌ建研」[ラージ建研の意味]と称する）も直轄調査に参画した。 

南三陸町に関して各年度に直轄調査で実施された主な作業は次の通りである。 

 

年度 コンサルタント 
Ｌ建研

担当者 
主な作業内容 

H23 
(株)アークポイント 

(株)エルム都市計画設計室 

長崎,岩

田,有川 

・災害公営住宅整備計画の策定 

・建設候補地（入谷地区,戸倉地区）のケーススタディ 

H24 
(株)アークポイント 

(株)エルム都市計画設計室 

岩田,左

海,米野 

・入居意向調査の整理 

・伊里前地区,桝沢地区,戸倉地区の基本計画 

H25 
(株)アークポイント 

(有)ジオ・プランニング 

水谷, 

米野 

・「くらしの懇談会」の企画・運営支援 

・福祉と住まいの連携モデル整備検討会の運営支援 

H26 
(株)アークポイント 

(有)ジオ・プランニング 

水谷, 

米野 
・福祉と住まいの連携モデル整備検討会の運営支援 

H27 
(株)アルテップ 

(有)ジオ・プランニング 
米野 ・高齢者生活支援施設の検討支援 
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■「くらしの懇談会」（平成 25年度）について 

これまでの地域のつながりをふ

まえ、今後完成する災害公営住宅に

おいてもコミュニティの形成に配

慮するために、災害公営住宅を希望

されている方や近隣の方々と役場

が一緒になって、新しい住まいにつ

いて夢を語り合いながら、屋外空間

や集会所のつくり方・使い方につい

て楽しくアイデアを出し合う場と

して、「くらしの懇談会」を開催した。 

懇談会は右表の通り合計 12 回開

催し、住民の延べ参加者は 190 名に

なった。また、毎回の懇談会の様子

を「くらしの懇談会だより」（1～5号）

としてまとめ、町のホームページか

ら住民に向けて発信した。 

これらの懇談会によって得られた、集会所や屋外空間のつくり方や使い方についての要望

や意見等を踏まえ、「コミュニティの拠点形成としての集会所等設計マニュアル」とマニュア

ルの概要をまとめた「“くらしの懇談会”パンフレット」を作成した（H26.4）。とりまとめに

際しては検討会を 2回開催し、住民の代表者や町職員等から意見を聞く場を設けて、マニュア

ルに反映させた。 
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③南三陸町災害公営住宅整備検討会によるオーソライズ（H25 年度） 

町では、平成 25年度より、災害公営住宅の整備にあたって被災状況や被災者の意向を踏まえた

整備方法や入居募集方法等を検討するため、町の住宅・福祉関連の有識者、庁内の住宅・福祉関

連各課が参加する「南三陸町災害公営住宅整備検討会」を開催することとし、福祉と住宅の情報

共有の場を設けた。南三陸町災害公営住宅整備検討会は平成 27 年度まで 3 年度継続して開催さ

れ、役場内のコンセンサス形成の場として機能した。 

 

 ■南三陸町災害公営住宅整備検討会の構成（H25 年度） 

 【検討会委員】副町長、行政区長・行政連絡員連絡協議会会長、民生委員児童委員協議会会

長、社会福祉協議会会長、商工会会長、宮城県建築士会本吉支部顧問 

 【事務局等】復興事業推進課、産業振興課、企画課、保健福祉課、地域包括支援センター、

建設課、ＵＲ南三陸復興支援事務所 

 

 ■南三陸町災害公営住宅整備検討会の検討経緯（H25年度） 

開催 議事 

第１回 

H25 年 6 月 27 日 

(１)南三陸町災害公営住宅整備状況と課題について 

(２)災害公営住宅の入居募集の考え方（素案）について 

(３)災害公営住宅の仮申込みについて 

(４)多様なニーズに対応した災害公営住宅の整備について 

第２回 

H25 年 10 月 4 日 

(１)災害公営住宅入居仮申込みの状況について 

(２)高齢者等に配慮した既存施策の概要について 

(３)多様なニーズに対応した災害公営住宅の整備と今後の対応について 

第 3 回 

H25 年 12 月 2 日 

(１)災害公営住宅の整備戸数（案）について 

(２)災害公営住宅の入居募集の方法等（素案）について 

(３)多様なニーズに対応した災害公営住宅の整備について（検討状況） 

第 4 回 

H25 年 2 月 25 日 

(１)災害公営住宅の入居募集の方法等（案）について 

(２)多様なニーズに対応した災害公営住宅の整備（案）について 

 

この平成 25 年度第 2 回検討会（H25.10）において、「多様なニーズに対応した災害公営住宅の

整備と今後の対応」が議事として取り上げられ、その取組みの一つとして「高齢者等に配慮した

災害公営住宅の整備（福祉との連携等）」が設定され*1 、ＵＲの提案による方針が議論され確認さ

れた。 

 

*1 「多様なニーズに対応した災害公営住宅の整備と今後の対応」の取組の方向 

                出典：第 2 回南三陸町災害公営住宅整備検討会（H25.10.4）配布資料 3 

 

災害公営住宅としては、高齢者が自立した生活が行えるような住宅・住宅地整備を進める

とともに、福祉部局が提供するサービスを居住者利用しやすいハードを整備する。 

主体 住宅内部 災害公営敷地内 災害公営敷地外 ソフト管理 

住宅部局 

（災害公営） 

バリアフリー住戸、

車いす住戸の整備 

福祉施設の立地を意識

した共用空間等の整備 
- - 

福祉部局 緊急通報システム （仮称）福祉住宅の整備 包括ケア 

LSA の配置 - 福祉モールの設置 
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■志津川東地区の災害公営住宅のイメージ 第 2回南三陸町災害公営住宅整備検討会(H25.10)ＵＲ作成資料 
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④ＵＲ主催の福祉と住宅の連携の勉強会の開催（H25.12） 

 →宮城県主催の「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」へ（H26.2～） 

平成 25 年度第 2 回の南三陸町災害公営住宅整備検討会により役場内の一定の理解が得られた

のち、福祉と住宅の連携（高齢者等に配慮した災害公営住宅の整備）に関してＵＲが主催する勉

強会が平成 25年 12月 20 日に開催された。 

ＵＲからの依頼で高齢者住宅財団がコーディネーターを担い、大牟田市都市整備部建築住宅課

（当時）牧嶋誠吾氏から、大牟田市での先行的な取組事例が紹介された。あわせて厚生労働省老

健局高齢者支援課課長補佐（当時）懸上忠寿氏から、地域包括ケアシステム等に関する情報提供

が行われた。 

 勉強会には、町から副町長・企画課長・保健福祉課長・建設課長・復興事業推進課長・復興市街

地整備課長及び各担当者が出席し、直轄調査チーム（米野）もオブザーバーとして参加した。講

演後には、災害公営住宅でのコミュニティづくりや介護予防の対応を中心に、意見交換がなされ

た。 

 

■災害公営住宅整備と福祉の連携等についての勉強会（第 1回）次第 （H25.12.20） 

１．ＵＲより趣旨説明 

２．自己紹介 

３．福岡県大牟田市における取組み 

   牧嶋誠吾氏（大牟田市都市整備部建築住宅課） 

「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりを目指して」 

４．厚労省からの情報提供 

   懸上忠寿氏（厚生労働省老健局高齢者支援課課長補佐） 

５．質疑応答・意見交換 

 

一方、災害公営住宅を所管する宮城県土木部住宅課復興住宅整備室では、災害公営住宅におけ

る福祉との連携が重要だとの意識が以前からあったところ、平成 25 年秋頃に日本建築学会（東北

大学の小野田教授中心）から、学会と県とで連携して「福祉と住まいの連携モデル整備」の検討

を行いたいとのオファーがあった。県とＵＲとは情報交換を行っており、県はＵＲの南三陸での

動きを知っていたことから、「県としていずれかの市町と検討会を行いたいが、おそらく南三陸

町しかない」との相談がＵＲ及び直轄調査チームにあり、町とも事前調整したうえで、県が町に

正式に提案に行き、「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」開催の運びとなった。 

そのため、上記のＵＲ勉強会は継続せず、検討の場は「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」

に引き継がれることとなった。 
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(3)計画・事業手法検討期 

 …志津川東地区災害公営住宅と「福祉モール」のイメージ固め（H25 年度末～27 年度前半） 
 

ＵＲの勉強会を引き継ぎ、県、町、本間照雄氏、日本建築学会、ＵＲおよび直轄調査チームが

参加する「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」が開催された。まず志津川東地区の災害公

営住宅で提供する住宅（ハード・ソフト）のイメージを固め、続いて高齢者生活支援施設（福

祉モール）の事業内容・スキームの検討を進めた。住宅分野と福祉分野の専門家が集まり、ま

た国交省直轄調査の協力で作業の担い手が確保できたことにより、志津川東地区の災害公営住

宅と高齢者生活支援施設の具体的なイメージを固め、共有することができた。 

 

①「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」による検討（H25 年度末～H26 年度） 

●検討会の概要 

南三陸町では、高齢者比率の高さが見込まれる志津川東地区災害公営住宅の計画において、住

宅と福祉分野が連携して「共助強化型住宅」や地域の支え合い拠点「福祉モール」を構想してい

た。その実現に向けて、宮城県が「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」（H26.2～H27.3）を主

催し、日本建築学会、宮城県、南三陸町、直轄調査チーム、ＵＲが参加して、計画や事業手法の具

体的な検討を行った。この検討会の位置づけは、宮城県が国の直轄調査や日本建築学会及びＵＲ 

都市機構等と協力し、町への技術的助言や提言等を行う役割を担う作業検討部会であり、まとめ

た提言を町の「災害公営住宅整備検討会」に提示するものである。 

検討会では住宅分野と福祉分野が連携して、まず志津川東地区西工区の災害公営住宅において

提供する住宅（ハード・ソフト）のイメージを検討し（第 1～4 回）、続いて隣接して整備する高

齢者生活支援施設（福祉モール）のコンセプトと事業内容・スキームの検討を進めた（第 4～6 回）。 

 

○検討会の目的 

南三陸町では、町の人口・世帯数に対して災害公営住宅の割合が高く、偏った人口構成もみられる。この

傾向は、時間が進むにつれてより一層その傾向を強めることが予測されている。こうした状況を背景に町で

は、医療・福祉の拠点となる志津川東地区において「見守り支援」「福祉モール」及び「共助機能強化型住

宅」を構想している。この構想は、被災地での共通した喫緊の課題への対応及び近い将来の地域包括ケアシ

ステム構築についながると考えられることから、災害公営住宅と福祉・医療分野における連携を図る地域全

体で支え合うモデルとして、具体的かつ実現可能な計画を策定し、県内各地への取組みに反映していくこと

を目的とする。 

○位置づけ 

この検討会では、県が国の直轄調査や日本建築学会及びＵＲ等と協力し、町事務局（復興事業推進課、保

健福祉課、建設課等）への技術的助言や提言等を行う役割を担う作業検討部会とし、この提言を町の「災害

公営住宅整備検討会」に提示するものとする。 

○検討課題 

①支援ニーズの把握・推定…災害公営住宅の入居時点及び将来時点での生活支援等の必要性 

②見守り支援の検討・提案…現在の見守り体制からの今後の具体的提言など 

③共助機能強化型住宅の検討・提案…福祉型災害公営住宅の基本計画案検討、将来の福祉施設等への転用な

ど 

④福祉モールの検討・提案…事業スキームの検討・提案など 

 
＊宮城県保健福祉部社会福祉課・長寿社会政策課、宮城県土木部住宅課・復興住宅整備室 検討会資料より 
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●「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」の検討経緯 

・主催：宮城県 

・参加者（実施体制）：宮城県（復興住宅整備課、長寿社会政策課、社会福祉課）、南三陸町（保健

福祉課、復興事業推進課、地域包括支援センター、福祉アドバイザー：本間照雄氏）、日本建築

学会（東北大：佃助教、東北工大：石井教授）、ＵＲ、直轄調査チーム（Ｌ建研、アークポイン

ト、ジオ・プランニング） 

 

【第 1回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.2.5） 

・関係者の顔合わせと目的、位置づけ、検討課題等の確認・共有を行った。 

・検討の方向性に関して、支援ニーズの把握・推定が必要であること、福祉モールや福祉型住宅

でのハード・ソフトの連携イメージの整理が必要であることが議論された。 

 

【第 2回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.2.19） 

・支援ニーズの把握・推定について、現状での支援ニーズの整理と、入居時点・将来時点での支

援ニーズの把握・推定の作業イメージを提示（Ｌ建研、アークポイント） 

・高齢者・障がい者に配慮した災害公営住宅のパターン（一般住宅からグループホーム型まで）

を提示（東北大：佃助教） 

・支援ニーズの把握・推定について作業を進めていくこととした。災害公営住宅におけるハード・

ソフトの組み合わせに関しては、町内部で福祉政策としてどう展開していくかなどの議論を行

い、学会系では南三陸町にマッチするハード・ソフトの組み合わせの形（パッケージング）を

提示し、それらをもとに検討を進めていくこととした。 

 

【第 3回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.3.28） 

・福祉と住まいの連携モデル整備コンセプトとして、以下の住宅（ハード・ソフトの組み合わせ

イメージ）のパターンが示され、それぞれのパターンの他自治体での事例が示された。（ＵＲ、

佃助教、アークポイント） 

・一般住宅（Ａ） 

・一般住宅（Ｂ）（安心共有型住宅）：見守りがあれば暮らせる層。近隣での見守りに配慮 

・配慮住宅（Ｃ）（在宅介護対応型住宅）：建築的な配慮により、身体的なハンディに対し、で

きるだけ自立した生活を継続できる住まい。介護しやすい間取り・車いす対応など。 

・配慮住宅（Ｄ）（共助機能強化型住宅）：支援を受けての共同生活が望ましい層。共用スペー

スの充実や生活支援の提供に配慮。 
 

・支援ニーズの把握・推定作業を行い、入居時点から 10 年後の入居者構成（世帯数）をシミュレ

ーションし、上記の住宅のパターンと結びつけた（Ｌ建研） 

・各住宅タイプに対応して必要な福祉・交流機能を整理し、その機能を持つ他自治体の事例を「福

祉モール」のイメージパターンとして整理した（ジオ・プランニング） 

・これらの資料を踏まえ、町として災害公営住宅や福祉モールのハード・ソフトとして、どこま

で必要か（特に配慮住宅（Ｄ）については、南三陸町で入所系福祉施設がオーバースペック）、

そのような機能を備えることが可能かを議論していくこととした。 
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出典：【第 3 回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.3.28）資料（作成：ＵＲ都市機構） 

 
出典：【第 3 回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.3.28）資料 

（作成：東北大学大学院工学研究科都市・建築学専攻 佃助教） 
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【第 4回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.6.11） 

・第 3 回検討会の結果を踏まえ、ＵＲより志津川東地区西工区災害公営住宅の基本計画案が示さ

れた。ここでは、町の方針として災害公営住宅はあくまで住宅の範疇で住宅（Ａ）～（Ｃ）と

し、配慮住宅（Ｄ）は整備しないものとして、住宅と共用施設の考え方や福祉モールのイメー

ジを提示した。 

＊なお、志津川東地区西工区災害公営住宅の基本計画案については、平成 25～26 年度にかけての

検討で、街区を分断していた公道の代わりに芝生の中央広場が設けられ、その周囲に南面並行

配置の住棟が並び回廊で結ばれる配置計画に変わった。 

 

 

出典：【第 4 回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.6.11）資料他（作成：ＵＲ都市機構） 
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出典：【第 4 回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.6.11）資料他（作成：ＵＲ都市機構） 

 

・福祉モールについては、

その具体的なイメージづ

くり・共有のため、住宅団

地等に整備された福祉・

交流拠点の参考事例を示

し、施設内容や運営体制、

事業・活動内容を整理し

て紹介した。 

 

・以上をもとに、南三陸町

では福祉モールとしてど

のような機能が必要か、

またその整備手法等につ

いて議論した。 

・町保健福祉課より、福祉

モールは、施設系サービ

スではなく在宅系サービ

スに限定し、地域包括ケ

アの拠点に位置づけたい

という方針が説明された。 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 健軍く ら し さ さ え愛工房（運営：NPO 法人おーさぁ） 
施設規模：990.20 ㎡  ＊熊本県が新規整備し、NPO に賃貸（通常の賃料） 

実施事業・活動：小規模多機能、高齢者・障害者のデイサービス、子育て支援（親子利用・一時預か

り）、交流・喫茶コーナー、配食サービス、相談、地域活動支援など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ピュアとおや（遠矢コレクティブセンター 

 

２ ピュ アと おや（運営：NPO 法人ゆめのき） 
施設規模：457.05 ㎡  ＊釧路町が新規整備し、NPO に無償貸与  

実施事業・活動：小規模多機能、特定高齢者の介護予防デイサービス、一般高齢者の介護予防、シル

バーハウジング生活援助員派遣、地域交流、地域の見守り活動など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレイルーム 

喫茶コーナー 

地域交流スペース 

 

事務室 

 
厨房 

デイルーム 

 

団地集会室 

 
浴室 

■福祉モール参考事例（抜粋） 

出典：【第 4 回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.6.11）資料 

（作成：ジオ・プランニング） 
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【意見交換会】（県、町保健福祉課、ＵＲ、直轄調査関係者）（H26.7.8） 

・町保健福祉課より「福祉モール」の事業の大枠が以下のように説明された。 
 

・位置づけ：町全体を対象とするワンストップの中核的な施設（センター） 

・整備手法：基本的には提案公募による民間誘致。民設民営の場合は敷地を町から貸与する。

県や国等で合致する交付金等の事業があれば、公設民営も視野に入れる 

・事業内容（町で不足しており必要な事業）：高齢者関係（デイサービス、ショートステイ、居

宅系事業所、見守り拠点等）のほか、障害者支援、子育て支援（3歳未満児の預かり）、多様

な人たちが集える居場所などを検討したい。 
 

・地域住民が担う食事づくり・配食サービスや、農産物の販売といった意見も出された上で、今

後、町で取り組みたい事業内容や運営方法等の抽出、直轄調査作業班では事業イメージのモデ

ルとなるたたき台の作成、県では現状の制度等の内容の整理を行うこととした。 

 

【第 5回】福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H26.8.12） 

・町保健福祉課より、福祉モールに導入する事業内容一覧が以下のように示された。 
 

・必要な事業 

高齢者介護等：一般通所介護（デイサービス）、訪問介護事業、配食サービス、シルバー人

材センター、食堂喫茶 

障害者：相談支援事業所、ホームヘルプ 

被災者支援（見守り拠点） 

・その他の検討事業 

 高齢者介護等：デイケア、小規模多機能事業所、居宅介護事業所、地域包括支援センター 

 その他：子育て支援（3歳未満児の預かり）、障害者就労支援 

 

・福祉モールの整備費について、県より、災害公営住宅を基幹事業とした効果促進事業はデイサ

ービスやホームヘルプでは難しいと思われること、民設の場合「高齢者生活支援施設等併設事

業」は可能性が高いことが説明された。 

・福祉モールで想定する事業のうち、隣接する災害公営住宅の集会所で可能な内容も検討した上

で、福祉モール側で整備が必要な施設・設備等をとりまとめ、その後、集会所と福祉モールの

平面検討を行うこととした（ＵＲ、直轄調査チーム）。 
 

（この後 H26.9～H27.5 の間、福祉モールの事業内容、面積構成、事業スキームの検討を継続し、

町と復興庁とのやりとりが行われた） 

 

【第 6回】（最終）福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H27.3.23） 

・町保健福祉課より、福祉モールに関する進捗状況に関して、3月 12 日に復興庁のヒアリング（策

定支援）を行い、地域交流施設は効果促進事業、デイサービスは高齢者生活支援施設等併設事

業を活用して申請を行う方針であり、4月に復興庁の本番ヒアリングが予定されている、との説

明があった。その後福祉モール検討案への最終的な意見交換が行われた。 

 



 

24 

■南三陸町 地域福祉・交流施設（福祉モール）検討案 
 

 出典：【第 6 回】（最終）福祉と住まいの連携モデル整備検討会（H27.3.23）資料 

      （作成：（株）アークポイント、（有）ジオ・プランニング） 

 

 ・広域的な位置づけと配置の方針（抜粋） 

 

・志津川東地区の災害公営住宅には高齢者の入居が多く見込まれることから、設計において介護・介助のし

やすさに配慮しているが、「地域福祉・交流施設」の南に隣接する 5 街区は、特に高齢者の見守りや生活

のしやすさに配慮した住棟・住戸として計画し、身近にある「地域福祉・交流施設」の在宅生活を支援す

るサービスを利用して、身体能力が低下した高齢者も住み続けられるよう配慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志津川東地区  

施設配置概念図 
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  ・福祉モールの諸元 

 

   合計 660 ㎡ 

   うち地域交流スペース 

          161 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・福祉モールの空間と機能のイメージ 

 

必要室 根拠 面積

地域交流
施設

カフェ・交流スペース
（下足：気軽に飲食できる空間）

カフェ厨房・カウンター12㎡

ホール兼展示スペース100㎡
112

交流ラウンジ
（上足：世代交流の場、子育て
サロン的な場所貸しも可能）

36

売店 13

受付、事務室 36

共用相談室① 4.5畳程度 7

共用相談室② 4.5畳程度 7

事務室（専門相談、高齢者等利
活用、見守り等）

打ち合わせスペース

トイレ （デイサービスのトイレを兼用）

上記小計 295

地域交流施設合計（廊下等含む） 340

福祉系施
設

機能訓練室＋食堂 4.5㎡/人（基準は3.0㎡/人以上） 90

静養室
機能訓練室と一体利用可能

＊物入れ含む
34

相談室 （事務所棟と兼用）

事務室　

・生活相談員（1人）

・機能訓練指導員（1人）

・看護職員（1人）

・介護職員（専従4人）

＊事務机4人分＋コピー機、書棚

20

更衣室、休憩室、倉庫 更衣室5㎡、休憩室5㎡、倉庫4㎡×2 18

トイレ4箇所

デイ多目的トイレ4㎡×2

一般男子トイレ8㎡

一般女子トイレ8㎡

一般兼用多目的トイレ4㎡

給湯室4㎡

32

厨房（配食サービス共用）
厨房　31㎡

更衣室、トイレ、食品庫　14㎡
45

浴室 一般浴、機械浴 24

脱衣室 9

洗濯室 洗濯機2台程度 4

上記小計 276

デイサービス合計（廊下等含む） 320

660

84

各スペース

合　計

地域力活
用センター

地域交流スペース

デイサービス（定員20人）

総合相談窓口

共生型活動支援
事業所

事務机16人分

収納
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  ・事業・活動の具体的なイメージ 

 

 

 

  ・福祉モールの整備・管理・運営について 

 「地域福祉・交流施設」のうち、地域交流部分（地域力活用センター、カフェ・交流スペース、交流ラ

ウンジ）は、町が整備した上で、地域住民や地域活動団体の参加など地域力を活かした運営体制を検討す

る。デイサービス部分は社会福祉法人等の民間事業者が整備し管理・運営を行うとするが、デイサービス

事業においても、厨房を活用した配食サービスやカフェでの食事の提供、子どもたちとの交流など、地域

交流部分での住民相互の支え合いや交流の機能を活かし、施設全体で連携した管理運営を行うことを意図

したい。そのため、「地域福祉・交流施設」全体を、デイサービス事業を行う社会福祉法人等の民間事業者

が一括管理し、交流部分は地域と連携した運営体制づくりを図ることとする。 
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②復興庁とのやりとりによる「福祉モール」の事業内容・スキームの見直し・決定 

（H27.4～5） 

福祉モールは、平成 26 年 12 月頃までに町役場内で事業内容とスキームを決定し、平成 26 年度

内に復興庁の交付金申請（地域交流施設は効果促進事業一括配分で町が整備、福祉系施設は高齢

者生活支援施設等併設事業で民間事業者が整備）を行う予定で復興庁とのやりとりを進めていた

が、平成 26 年度中には決定に至らなかった。 

平成 27 年度に入り、4月 22 日の復興庁ヒアリングでは、復興庁より以下の指摘を受けた。 

 

・高齢者生活支援施設等併設事業（デイサービス）：志津川の震災前後の比較の中で、現状の

必要数が 17 名に対して 20 名とする場合、オーバースペックなので理屈が必要。また、基準

の 3.0 ㎡/人に対し、4.5 ㎡/人については、民間ならば良いということではなく、厚労省の

基準を再確認し、面積や補助事業費の限度額が設定されているかどうか確認する。規模の妥

当性を他地区の事例も整理し、検証する必要がある。 

・復興地域づくり加速化事業（効果促進事業：交流施設）：国費を使って整備するので、委託

する業者が建設費や維持管理費のコスト縮減をどの程度検討していくか、委託の公募要綱

条件の重要な要素である。コスト縮減に向けた事業スキーム、管理運営についての考え方を

整理し、7月からの業者の公募選定を行う際の公募要綱の条件を示してほしい。 

・施設全体の整備費について、一層のコストダウンを図ってほしい。 

 

その後、4月 27 日に復興庁より南三陸町企画課に連絡があり、災害公営住宅の集会所があるに

も関わらず、その隣に効果促進事業を使って地域交流施設を設けることについて異論・疑問が指

摘された。この指摘を受けて、企画課から保健福祉課に対して「集会所と地域交流施設の使い分

けの説明が難しい部分もあり、また地域交流施設の一部は基幹事業（高齢者生活支援施設等併設

事業）でも造れるのだから、効果促進事業を使うのではなく全て基幹事業で整備するのはどうか」

との話があり、デイサービス、地域交流施設の双方とも高齢者生活支援施設等整備事業の基幹事

業として要望する方向で検討することとなった。これにより、福祉モール全体が民設民営の施設

となり、民間事業者の整備費負担が増加することが課題とされた。 

またコスト縮減については、施設全体の事業費をコストダウンするため、試算上の建設単価 35

万円/㎡をもとに、施設全体面積を 660 ㎡から 600 ㎡に減らすこと、デイサービスの定員減（20 人

→17人）に伴うデイサービス部分の面積を修正することとし、図面の再検討・修正を直轄調査チ

ームに依頼することになった。 

 

直轄調査チームでは、図面検討および事業費（建築の他、回廊・外構の整備費＋設計監理費）

の試算を行い、建設費の上昇も考慮した結果、施設全体面積を 500 ㎡程度に縮小し、これまでの

検討の趣旨を踏襲しつつ復興庁の指摘を踏まえた事業方針を示す参考資料を 5 月中旬に南三陸町

保健福祉課に提示した。この参考資料は、施設の整備運営事業者の公募における参考資料「福祉

との連携による災害公営住宅の整備—高齢者等生活支援施設の導入について」として添付された。 
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③「福祉モール」（高齢者生活支援施設）の整備運営事業者の公募（H27.7～8 月） 

「福祉モール」（高齢者生活支援施設）は、高齢者等が地域の中で安心して居住し続けること

ができる環境の整備を図るために、整備主体となる民間事業者に建設費を補助する事業であるが、

施設全体が全町的な高齢者福祉の拠点として一体的に機能していくよう、施設の設計・建築段階

から適切にコーディネート等が行われることを念頭に置いている。 

こうした状況に適切に対応していくため、整備プランの趣旨を理解し、呼応できる事業者を選

定することが求められることから、町では施設整備と整備後の運営を行う事業者の選定にあたっ

て「公募型プロポーザル方式」を導入することとした。また、事業者選定後には、町と選定事業

者との間で基本協定を締結し、この事業における当事者の役割や基本的合意事項、町と事業者間

の定期借地権設定契約の締結に関する事項や事業者によって実施される施設の整備、運営等に関

する事項等を定めることとした。 

 

■事業のスキーム 
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町では、5月以降公募準備作業を進め、7月下旬にプロポーザル実施の公示および実施要領・募

集要領・審査基準の公表を行った。 

 

■南三陸町高齢者生活支援施設等整備事業 実施要領（抜粋） 

３．整備・運営する施設の内容 

（１）基本的な考え方（省略） 

（２）計画条件（遵守事項） 

ア デイサービス施設 

(ｱ) 志津川東地区災害公営住宅に居住する要支援・要介護認定者を主対象（重度の要介護者を

含む）に、以下の要件を満たす日常生活支援や機能訓練等を実施するデイサービス施設を整

備すること。 

a デイサービスの利用定員は17名とすること。 

b 延床面積は230㎡程度とすること。 

c 介護保険法で定められた施設基準を満たすこと。 

d 食堂及び機能訓練室の合計面積は、利用定員一人当たり4.5㎡とすること。 

イ 生活サービス提供施設 

以下の(ｱ)～(ｴ)で構成される生活サービス提供施設を整備すること。なお、延床面積は280

㎡程度とすること。 

(ｱ) 総合窓口（兼居宅介護支援事業所） 

a 施設利用者のワンストップ窓口として、生活上の多様な相談を一元的に受け付けサービ

ス提供へとつなぐ総合窓口を設置すること。 

b 志津川地区に居住する介護が必要な高齢者を主対象とする居宅介護支援事業所を兼ねて

整備すること。 

(ｲ)生活相談サービス施設 

a 災害公営住宅において生活に不安を抱える高齢者を定期的に訪問し、相談対応を行う「高

齢者見守り拠点」を整備すること。 

b 高齢者の生きがいづくりや就労機会の提供を行う「高齢者利活用事業所」を整備するこ

と。 

c 志津川地区に居住する要介護認定者を主対象とする訪問介護事業所を整備すること。 

(ｳ)食事サービス施設 

a 志津川東地区に居住する調理が難しい高齢者を主対象に、食事を提供する食事サービス

及び食事を宅配する配食サービスを行う施設を整備すること。 

(ｴ)健康維持施設 

a 志津川東地区に居住する高齢者（要支援認定者を含む）を主対象にした介護予防の体操

等を実施する施設、あわせて志津川東地区に居住する子育て世帯の集いの場を開催する施設

を整備すること。 

ウ その他 

 (ｱ)本施設利用者のための駐車場35台分を敷地内に確保すること。 

(ｲ)上記ア及びイの施設の整備に際し、以下の内容について配慮すること。 

a デイサービス施設、食事サービス及び配食サービスに食事を提供する厨房の一元化 

b デイサービス施設の機能訓練室と健康維持施設の連携 

（３）計画条件（提案事項） 

本施設と災害公営住宅集会所（以下「両施設」という。）の連続的、一体的な利用を図るた

め、以下に示す項目について、資料４及び資料５に示される整備方針等を参考に具体的な整備

計画並びに活用方策を提案すること。 

ア 交流広場 

両施設の利用者をはじめ、様々な人が集まり相互に交流のできる広場「にぎわいの交差点」

を、事業者と町が相互に調整、協力して両施設の間に整備することを予定している（集会所側

はウッドデッキによる整備を予定）。 

この「にぎわいの交差点」について、提案を行うこと。 

イ 歩行者動線 

災害公営住宅から本施設へ安全かつ安心してアクセスができるように、両施設の主要な出入
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り口の間に歩行者動線を確保することを予定している。 

この歩行者動線について、提案を行うこと。 

（４）その他提案施設 

以下の施設に限り、事業者の企画により提案することを可とする。 

・地域住民が利用できる健康福祉増進に資する施設（地域住民の交流を目的としたカフェ等を

含む） 

※事業者の企画が整備費補助の対象となるか否かについては、事業者選定後に町との協議を経

て決定する。 

 

●募集スケジュール 

募集スケジュールの概要は、以下のとおりと予定している（日程は変更になる場合がある）。 

日  程 実施事項 

平成２７年７月２９日（水） 

平成２７年７月２９日（水）～８月３日（月） 

平成２７年８月７日（金） 

平成２７年７月２９日（水）～８月１７日（月） 

平成２７年８月２１日（金） 

 

平成２７年８月２４日（月）～９月１日（火） 

平成２７年９月２日（水） 

 

平成２７年９月１０日（木） 

平成２７年９月１０日（木） 

平成２７年９月１１日（金） 

平成２７年１０月１日（木） 

平成２９年２月下旬 

平成２９年４月上旬 

実施要領・審査基準の公表 

実施要領・審査基準に関する質問受付期間 

質問への回答の公表 

参加表明書等の受付期間 

第１段階審査（資格審査）、審査通過者への

通知 

提案書等の受付期間 

第２段階審査（書類審査）、審査通過者への

通知 

第３段階審査（プレゼンテーション） 

事業者選定 

審査結果の通知 

基本協定締結 

竣工 

施設運営開始 
 

 

■南三陸町高齢者生活支援施設等整備事業 審査基準（抜粋） 

 

・審査の流れ 

 

           

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

参加表明書の提出 

失格 

第１段階審査（資格審査） 

第２段階審査（書類審査） 

最優秀者及び優秀者の決定 

提案書の提出 

第３段階審査（プレゼンテーション） 
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・審査方法 

  応募者から提出された参加表明書等及び提案書等に対して、資格要件、応募者の財務状況、事

業計画、施設計画などの評価により審査する。また、審査は次の方法で行う。 

 ア 第１段階審査、第２段階審査及び第３段階審査を行う。第１段階審査では参加表明書等の

審査を行う。第２段階審査では提案書等の書類審査を行い、第３段階審査へ進む上位５者を

選定する。第３段階審査では提案書等に基づいたプレゼンテーションを行い、その内容の審

査を行う。 

 イ 最優秀者及び優秀者の選定は、選定委員会の合議とする。 

・審査体制 

  学識経験者及び町職員で構成される事業者選定委員会を設置し、提案書等の審査を行い、最

優秀者及び優秀者を選定する。 

  町は、事業者選定委員会の審査結果を踏まえて、優先交渉権者及び次点交渉権者を決定する。 

  町は、優先交渉権者と基本協定締結に向けた協議を行う。協議が整わない場合は、次点交渉権

者と協議する。 

 

別紙１ 提案書の審査項目等 

評価項目（大） 評価項目（中） 評価の視点 

事業全体の実

施方針 

南三陸町における本事業実施

の意義に関する認識 

南三陸町の現状や、町全域における高齢者生活支

援施設の位置付け・求められる役割を踏まえた提

案がなされているか 

 地域経済への配慮、地域交流の

取り組み 

地元人材の雇用、多世代間や関係団体との交流等、

地域経済の活性化に資する提案がされているか 

施設整備計画 設計内容、建築計画、施設面積 各機能・施設等の必要面積が確保されているか 

 配置計画、平面計画、空間構成

計画 

施設及び外構等のゾーニングが適切か。 

施設の各機能が利用者の利便性を踏まえて適切か

つ合理的に配置されており、利用促進が期待でき

る計画か 

 災害公営住宅集会所との連携 災害公営住宅集会所と本施設の連携を図るための

具体的な提案、にぎわいを演出するための工夫が

提案されているか 

運営計画 有資格者、スタッフの確保・配

置計画 

各事業において有資格者やスタッフが確保されて

いるか 

 デイサービスの運営計画、利用

者サービス 

サービス提供方法、施設内外のサービスとの連携

内容その他特色ある取り組みが提案されているか 

 生活サービス提供施設の運営

計画、利用者サービス 

サービス提供方法、遵守事項に定められている事

業に対する具体的な取り組み内容が提案されてい

るか 

事業の実現性 遵守事項に定められている事

業の実績 

各事業における実績があるか 

 事業実施体制、リスク管理 事業運営の長期継続が見込まれる事業者か。高齢

者等を取り巻く将来的な変化に対応できる事業者

か 
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■参考資料 福祉との連携による災害公営住宅の整備—高齢者等生活支援施設の導入について（抜粋） 

○「生活支援施設」の管理・運営について 

「生活支援施設」のうち、介護関連施設（デイサービス、訪問介護事業所、居宅介護支援事業所）部分

は社会福祉法人等の民間事業者が管理・運営を行い、生活サービス提供施設部分（総合生活サービス窓口、

生活相談サービス施設、食事サービス施設、健康維持施設）は、地域住民や地域活動団体の参加など地域

力を活かした運営体制を検討する。ただし、デイサービスの厨房を活用した配食サービスや食事の提供、

デイに通う高齢者と子育て支援活動での子どもたちとの交流など、介護関連施設部分と生活サービス提供

施設部分がスペース・活動を補完し合い効果を高め合うように、施設全体で連携した管理運営を行うこと

を意図したい。そのため、「生活支援施設」全体を、介護関連施設で事業を行う社会福祉法人等の民間事業

者が一括管理し、その中で、生活サービス提供施設部分は地域と連携した運営体制づくりを図ることとす

る。 

 
 

 ○事業・活動の具体的なイメージ 
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 ○整備費と補助額（試算） 

①想定諸元による規模 約 499 ㎡ 

（介護関係施設：247 ㎡、生活サービス提供施設：252 ㎡） 

②事業費のイメージ  2 億 6,287 万円 *1 

（介護関係施設：1 億 3,012 万円、生活サービス提供施設：1 億 3,275 万円） 

＊各施設事業費のイメージは、施設全体の事業費を、福祉系施設（デイサービス）と生活サービス提供施設

の建築面積で按分したもの。 

 

*1 事業費全体のイメージ：2億 6,287 万円 

 ●整備費（建築 499 ㎡、回廊 120 ㎡、外構 1,840 ㎡として概算）：2 億 2,036 万円 

  ・建築：499 ㎡×36 万円×1.08（消費税込）＝1 億 9,401 万円（36 万円/㎡と想定） 

  ・回廊：120 ㎡×5 万円×1.08（消費税込）＝648 万円（屋根・床・フレームで 5 万円/㎡と想定） 

  ・外構：1,840 ㎡×1 万円×1.08（消費税込）＝1,987 万円（外構整備費 1 万円/㎡と想定） 

 ●設計監理費：3,936 万円×1.08（消費税込）＝4,251 万円 

 

③活用可能な補助・負担額 

・高齢者生活支援施設等併設事業 

（国 7/12、地方 1/12、社会福祉法人・民間等 1/3 ＊復興交付金による地方負担分の 50％の追加支援を含む率） 

・負担額：町 2,191 万円 ＊震災復興特別交付税の対象となり実質負担なし 

     社会福祉法人・民間等 8,762 万円 

 

 ○事業の進め方 

生活支援施設全体が民設民営となるため、民間事業者が施設全体を建設し、建物完成後には介護関連施設は

介護保険事業として自ら運営、生活サービス提供施設については一部の事業について町からの事業委託も受け

ながら他の民間団体等と連携しながら運営を行う。 
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④「福祉モール」（高齢者生活支援施設）の整備運営事業者の審査・決定（H27.9） 

8 月の参加表明受付、第一段階審査、9月上旬の提案書受付を経て、事業者選定委員会は 9月 10

日に「社会福祉法人南三陸町社会福祉協議会」を事業者に選定した。提案内容では、町から提示

された計画条件（遵守事項）に加え、ショートステイ事業（6名）が提案された。 

 

■社会福祉法人南三陸町社会福祉協議会による提案内容（提案資料より抜粋） 
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    全体 約 900 ㎡  うち地域交流スペース（緑色部分） 約 97 ㎡ 
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■南三陸町高齢者生活支援施設等整備事業事業者選定委員会の構成 

  佃悠（東北大学大学院工学研究科 助教：委員長）、佐々木淳一（独立行政法人都市再生機構 

宮城・福島震災復興支援本部 住宅整備部 住宅計画チームリーダー）、最知明広（南三陸町

副町長）、三浦清隆（南三陸町総務課長）、工藤初恵（南三陸町地域包括支援センター所長） 

 

■事業者選定委員会による審査の経緯と講評 

＊「南三陸町高齢者生活支援施設等整備事業に係る公募型プロポーザル審査結果報告書」

（H27.9.11）より抜粋 
 
●選定事業者 

 社会福祉法人南三陸町社会福祉協議会 

●審査の経緯 

平成 27 年 9 月 10 日（木）午後４時より、南三陸町ベイサイドアリーナ会議室において、第２

回事業者選定委員会を開催し、同年 8 月 24 日から 9 月 1 日までの期間に応募のあった事業提案

１件について、プレゼンテーション及びヒアリングを実施した。 

その後、午後 5 時 25 分から審査を行い、各々の委員による評価の内容を事務局において集計

し、午後 6 時、前述事業者を選定するに至った。 

●提案に対する講評 

本提案は、震災後における南三陸町の介護需要等の実態を把握し、また、事業実施の意義を適

切に認識しながら、町の福祉の重要拠点として事業展開をしようとする検討がなされていること

がうかがえた。前例のない施設構想であるため、手探りの部分は見え隠れするが、提案者の意欲

と熱意が感じられる。 

地場産材の活用や雇用の創出などといった地域経済への配慮や、各団体とのネットワーク構築

や世代間交流といった施設の継続性につながる提案がなされている。特にデイサービスの運営に

ついては、オープンな空間づくりのもとに、複合施設の利点を最大限に生かし、利用者がそこに

集う子どもたちとふれあうことによって生まれる精神衛生の向上について提示されている点で評

価できる。 

一方、施設整備計画においては、「復興へ向かう新しい船出」のコンセプトのもと、「海」「マス

ト」「水平線」といったテーマを掲げた個性的な外観デザインは目を引くものとなっているが、工

事費等の初期投資、空調等における維持管理費の採算面で不安が残る。平面構成や意匠について、

地域特性や施設の継続性、環境負荷の低減に向けた具体的な取り組み、さらには災害公営住宅集

会所との連携の面等において再考の余地がある。町及び関係機関との円滑な調整を図りながら検

討を行うことや生活サービス提供施設の運営・収支計画において具体性に欠ける部分があること

から、今後の丁寧な市場調査を行った上での検討・精査を行われたい。事業実施の段階では、熟

度を高めた計画にしていくことが必要になろう。 

結びに、本施設は災害公営住宅入居予定の高齢者が地域の中で住み続けられるための方策とし

て、多くの関係者が議論を重ねてきた。このような経緯の中で、施設の内容や整備手法等は類例

があまりないものとなっており、審査にあたっては、「整備」と「運営」両面から総合的に評価を

行わなければならない難しい面があったと考える。このことは、提案をする側にとっても、実績

や経験のない事業もある中で施設の構想に沿っていくことが求められる難しい検討であったと言

える。このような状況において、計画・施工・管理運営の側面を考慮し、かつ短い期間で提案い

ただいたことに、事業者選定委員会として感謝申し上げたい。 
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⑤南三陸町災害公営住宅整備検討会への選定結果の報告（H26～27 年度） 

平成 25 年度より始まった「南三陸町災害公営住宅整備検討会」は平成 27 年度まで 3 年度継続

して開催され、志津川東地区に関しては、平成 26年度は「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」

による検討内容を確認し、平成 27 年度は高齢者生活支援施設（福祉モール）の整備・運営事業者

の公募型プロポーザルの実施とその結果が報告された。 

なお、南三陸町における災害公営住宅の整備は順調に進み、平成 28 年度中には全戸の完成が予

定され、この検討会の設置目的である、災害公営住宅の整備方法と入居者募集方法等の検討は完

了したとして、平成 27年度の第 2回検討会をもって南三陸町災害公営住宅整備検討会は終了とな

った。 

 
 ■南三陸町災害公営住宅整備検討会の検討経緯（H26・27 年度） 

  平成 26 年度 
開催 議事 

第 1 回 

H26 年 6 月 26 日 

(１) 今年度の整備検討会の進め方について 

(２) 災害公営住宅地区決定及び住戸決定結果と今後の取扱について 

(３) 災害公営住宅街区決定の進め方（案）について 

(４)福祉との連携による災害公営住宅の整備について 

(５) くらしの懇談会の実施について 

第 2 回 

H26 年 11 月 7 日 

(１) 福祉との連携による災害公営住宅の整備について（中間報告） 

(２) 災害公営住宅 目標整備戸数の見直しについて 

(３) 街区申込みの状況について 

第 3 回 

H27 年 3 月 26 日 

(１) 福祉と連携した災害公営住宅の整備について（今年度まとめ） 

(２) 街区決定の状況及び今後の取扱について 

(３)災害公営住宅整備の進捗状況について 

(４)平成 27 年度災害公営住宅整備検討会の検討事項について 

 

  平成 27 年度 
開催 議事 

第 1 回 

H27 年 6 月 30 日 

(１) 災害公営住宅の整備進捗状況について 

(２) 災害公営住宅の仮入居申込み状況について 

(３) 平成 27 年度の整備検討会の進め方について 

(４)平成 27 年度第１回検討事項 

 ア コミュニティづくり支援について 

 イ 南三陸町らしい住宅整備 

 ウ 福祉と連携した災害公営住宅の整備について 

中間報告 

H27 年 10 月 

(１) 南三陸町災害公営住宅整備検討会（第１回）における委員の主な意見への対応について 

(２) くらしの懇談会拡充（修正案）について 

(３) 志津川東(第2)地区中央広場の整備及び管理に係る災害公営入居予定者等への説明について 

第 2 回 

H28 年 2 月 23 日 

(１) 災害公営住宅の整備進捗状況について 

(２) 志津川東(第 2)地区「中央広場」について 

(３) 災害公営住宅に係る高齢者生活支援について 

 

 ■災害公営住宅整備の概要（最終的な整備戸数） 

地区名 

志津川 歌津 

戸倉 入谷 合計 志津川

東 

志津川

中央 

志津川

西 
名足 枡沢 伊里前 

建設戸数 265 戸 147 戸 82 戸 33 戸 20 戸 60 戸 80 戸 51 戸 738 戸 

内訳 集合 247 戸 115 戸 74 戸 28 戸 20 戸 50 戸 70 戸 42 戸 646 戸 

戸建 18 戸 32 戸 8 戸 5 戸 0 戸 10 戸 10 戸 9 戸 92 戸 

完成時期 H28.12 H29.3 H28.12 H26.7 H27.1 H28.1 H28.3 H26.7  
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(4)設計見直し／運営のしくみづくり準備期 

 …施設提案内容の見直しと地域支え合いの仕組みづくりの準備（H27 年度後半～28 年度） 
 

平成 27 年 9 月、提案公募により南三陸町社会福祉協議会が整備・運営事業者として選定され

た。町では、提案内容を確認しコンセプトを担保するため、選定直後に社協を交えて検討会議を

開催したが、外構部分の調整は行われたものの施設内部の議論は進まなかった。この間、町と社

協はこの事業に関する基本協定を締結した。また、直轄調査チームは町に対して住民参加による

地域支え合いの仕組みづくりの取り組みを提案した。 

平成 28 年 3 月になって、社協の提案の基準を満たさない小規模なショートステイ事業を町が

特例的に認めることができないことから、計画全体の見直しが必要になった。直轄調査チームや

ＵＲがサポートしつつ社協スタッフが要望を提示して修正が行われ、12 月に基本設計が終了。

施設の開設は 1 年遅れの平成 30 年 4 月となった。 

この前後から、ＵＲでは入居が始まった災害公営住宅のコミュニティ支援を企画・実施しており、

その中で社協現場スタッフとの関係を築きつつ、直轄調査チームとも連携して地域支え合いの仕

組みづくりを町に働きかけた。その結果、町は平成 29 年度に住民参加による「地域ささえあい

活動検討会」を行うことになった。 

 

①社協の提案内容に関する調整 

●「（仮称）高齢者生活支援施設の整備と運営に関する検討会議」（H27.9）の開催 

福祉モール（高齢者生活支援施設）は、地域交流施設部分は公設民営、福祉施設部分は民設民

営とする方針で検討を進めたが、結果として町が公募し選定した民間事業者（南三陸町社会福祉

協議会）が施設全体を整備・運営することとなった（民設民営）。その影響もあり、検討した計画

イメージの民間事業への反映のさせ方（コンセプトの担保）を事前に十分に議論できなかった。 

そのため、平成 26年度に「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」で検討してきた福祉モール

の機能と運営イメージを南三陸町社会福祉協議会（以下、「社協」と称す）と共有し、施設整備内

容や運営方針に反映させていくことを意図して、平成 27 年 9 月より、町保健福祉課が「高齢者生

活支援施設の整備と運営に関する検討会議」を主催することとなった。 

前年度の「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」を継続する検討会議として、これまでの参

加者（県、町、本間照雄氏、日本建築学会、ＵＲ、直轄調査チーム）に加えて公募選定された社協

と設計者が参加し、9月に一度開催して高齢者生活支援施設の整備内容を確認した。 

検討会議は当初は年度内に 2 回開催する予定だったが、平成 28 年 2～3 月に町からショートス

テイを外すよう社協へ指示があり、計画の大幅な見直しが必要になったことから開催は 1 回のみ

に留まった。そのため事業者とのコンセプトの共有は必ずしも十分にできなかった。また検討会

議自体も、誰が主体で何を議論するのかが曖昧で、連携の役割をうまく果たせなかった。 

 

【第 1 回】（仮称）志津川東地区高齢者生活支援施設の整備と運営に関する検討会議（H27.9.24） 

・町保健福祉課より「高齢者生活支援施設」の検討経緯を説明。またＵＲより隣接する災害公営

住宅集会所の設計概要を説明。 
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・社協より、公募における提案内容が説明された。町が設定した事業のほか、ショートステイ事

業（6 名）が提案事業として計画され、施設全体の述べ面積は 900 ㎡を超えていた（公募時の計

画条件として町が示したデイサービス 230 ㎡・生活サービス提供施設 230 ㎡、計 510 ㎡よりか

なり大きい）。 

・町保健福祉課からは、町内の既存のショートステイの稼働率が低いことが指摘され、一方、社

協側の設計者からは医療連携の必要性が指摘された。 

・隣接する集会所の整備が先行して進むため、集会所と高齢者生活支援施設の間のデッキなど、

ハード面の関係性を早めに議論して決める必要があることが指摘された。 

 

●担当者レベルでのハード面の調整（H27.10） 

その後検討会議は開催されなかったが、町保健福祉課・復興事業推進課から、ウッドデッキの

広さの確保や集会所とのつながりなどの要望を設計者に文書で申し入れ、高齢者生活支援施設と

集会所のデッキ部分の

広さやつながりの確保

など、外部と関わるハー

ド面の調整はできた。 

一方、民設民営の施設

であり、町役場には、施

設内部の計画内容には

あまり関わらない（関わ

れない）というスタンス

がうかがわれ、町保健福

祉課から社協へは「公募

要件以外で提案された

ショートステイの部分

は復興庁の補助金の対

象外になる」ことを伝え

るにとどまった。そのた

め直轄調査チームが平

成 26 年度までの検討に

基づいて、現案で配慮が

望まれる点を整理した

資料を作成し、町保健福

祉課を通じて社協に渡

したが、この件について

の回答は特にもらえな

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

交流 

ラウンジ 

生
活
支
援

交
流
活
動

 

空
間
構
成

考
慮

部
分

 

①総合相談 

多様な相談をワンスト

ップで受け付ける「何で

も相談窓口」 

②見守り・生活支援 

地域の人材を活かした

見守りや生活支援サー

ビス等の提供 

③食事提供 

食事づくりが困難な高

齢者等への配食や施設

での食事提供 

⑤買い物支援 

商店が遠い、交通手段がない

などにより買い物が困難な高

齢者等の買い物支援 

⑦コミュニティづくり支援 

高齢者や子育て世帯、障害者な

どが孤立せず、多様な人々が交

流できる居場所や活動の提供 

④介護予防（保険外） 

元気な高齢者を対象とし

た体操などの介護予防活

動の実施と担い手の育成 

喫茶・食事 

スペース→③ 

総合相談窓口

→① 

見守り拠点 

→② 

集会室 

交流ゾーン 

高齢者生活支援施設 

一体的に 

利用 

連携 

立ち寄りやすい 

位置関係 自然な見守り 

一体的に 

利用 

災害公営住宅 

(特に高齢者向けの D 棟) 

ふらっと立ち寄り

やすいアクセス 

このエリア全体で 

④⑤⑥⑦の役割を果たす 

⑥子育て支援 

子どもの一時預かりや子育て

サロンなど、身近な地域での子

育て支援 

災害公営住宅集会所 

災害公営住宅 

(特に高齢者向けの A 棟) 

ふらっと立ち寄り

やすいアクセス 

現
案

配
慮

望

れ

点 

●総合相談窓口・見守り拠点と

交流ラウンジの位置関係 

●喫茶・食事スペースと交流ラ

ウンジの一体性 

 （一体的には使いにくい形状?） 

●災害公営住宅からのアクセス 

 （立ち寄りやすい動線） 

●交流ラウンジと交流ゾーンの

位置関係 

●災害公営住宅からのアクセス

（立ち寄りやすい動線） 

●地域交流エリアとしての空間的なつながりへ

の配慮（にぎわいの交差点としてのしつらえ） 

■生活支援・交流活動イメージからみた空間構成の配慮点（H27.10.21 直轄調査チーム作成資料） 
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②南三陸町と社協による基本協定の締結（H27.10） 

平成 27 年 10 月 1 日、町と選定事業者との間で「南三陸町高齢者生活支援施設等整備事業基本

協定」を締結し、この事業における当事者の役割や基本的合意事項、町と事業者間の定期借地権

設定契約の締結に関する事項や事業者によって実施される施設の整備、運営等に関する事項等を

定めた。 
 
■基本協定書の概要 

 
＜主な条文（抜粋）＞ ＊甲：南三陸町、乙：社会福祉法人南三陸町社会福祉協議会 

 

第１条（基本協定の目的及び解釈） 第 15 条（事業者側の義務の不履行による解除）

第２条（本事業の趣旨の尊重） 第 16 条（町側の義務の不履行による解除） 

第３条（本事業の概要等） 第 17 条（解除の効果） 

第４条（本事業における事業者の役割） 第 18 条（不可抗力による解除等） 

第５条（第三者に対する委託） 第 19 条（法令変更による解除等） 

第６条（基本協定の期間） 第 20 条（損害賠償） 

第７条（費用負担） 第 21 条（知的財産権） 

第８条（整備費補助） 第 22 条（設計協議、運営協議等） 

第９条（委託事業） 第 23 条（基本協定の地位の譲渡） 

第 10 条（事業用地） 第 24 条（基本協定の変更） 

第 11 条（本施設の設計及び建設） 第 25 条（通知等） 

第 12 条（運営等の開始日） 第 26 条（秘密の保持） 

第 13 条（本施設の供用、運営及び維持管理） 第 27 条（個人情報の保護及び当事者間の提供）

第 14 条（報告及び協議） 第 28 条（疑義の決定等） 
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（注）条文は H27.10.1 時点のものであり、第 24 条に基づき、その後一部変更されている。 
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③直轄調査チームによる施設開設前の住民参加の取り組みの提案（H27.12～H28.3） 

直轄調査チームは、平成 26 年度の整備検討会の終わりあたりから「福祉モールは、住民に気軽

に使われ、また自主的な活動が活発に行われるよう、開設前から住民参加で活用方法などを検討

する取組みが必要」ということを、先行事例を示しながら町に伝えてきた。平成 27年 12 月頃（こ

の時期の事業スケジュールでは平成 29年度当初に高齢者生活支援施設が開設予定）、平成 28年度

に住民参加による「地域で支え合う仕組みづくり」の取組みを行うことを具体的に進言し、周辺

自治会や地域活動団体、キーパーソンが参加する取組み内容（地域支え合い活動検討会）の素案

を示した。ただし、平成 28 年度は隣接する志津川東地区の災害公営住宅の入居時期（1～3街区：

H28.7～9、4～6 街区：H29.1）にあたり、この時点ではまだ入居していないため、平成 28年度の

後半以降に開催して参加してもらうようにするかなど、災害公営住宅の入居予定者にどのように

参加してもらうかが課題となっていた。 

町保健福祉課では取組みの必要性を理解し、コンサルタントに入ってもらうための補助事業の

検討を始めていた。 

 

■住民参加の取り組み（素案）：志津川東地区における高齢者生活支援施設・集会所を活用した「地域で支え合う

仕組みづくり」の検討（H27.12.22 直轄調査チーム作成資料） 

・目的：高齢者生活支援施設（平成 29 年度

開設予定）等において、住民・活動団体等

と施設運営主体および町が協働して、住民

自らが地域交流や生活支援活動に積極的に

参加し活動を運営していくような「地域で

支え合う仕組みづくり」を検討 

・取り組み内容：「施設運営検討会」の開催、

地域住民（キーパーソン）の参加による「地

域支え合い塾」の開催などを提案 

 

 

 

 

 

 

 

④基本設計の見直し（H28.3） 

公募時に社協から提案されたショートステイは 6 床だが、介護保険制度のショートステイ（短

期入所生活介護）では、特養等の併設事業所でない場合は利用定員 20人以上等の基準が設けられ

ている。その基準の一部を満たしていない場合、市町村が必要を認め、事業許可を行う必要があ

る。平成 28年 2月時点でこの件に関する疑問が持ち上がり、町長・副町長が協議した結果、ショ

ートステイは認められないことになり、3月に社協に伝えられた。そのため、社協と設計事務所は

設計・監理委託（変更）契約を締結した上で、平成 28 年度に基本設計からやり直すことになった。

これに伴い設計・工事スケジュールが遅れ、高齢者生活支援施設の開設は半年以上の遅れが見込

まれることとなった。 

 社協 

NPO 

施設運営主体 

地域住民

団体 
（自治会、

行政区、民

生委員他） 

（仮称）高齢者生活支援施設・地域支え合い 

 運営協議会 

NPO 

 

住民ボランティ

ア（サポーター） 

（仮称）志津川東地区 

 ボランティアサポーター 

志津川東地区住民 

介護保険等 

（フォーマル
サービス） 

地域交流、生活支

援等（インフォー
マルサービス） 

参加 参加 

■将来的な組織体制イメージ 
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⑤基本設計の調整と完了（H28.8～12） 

計画見直しが決まった後、設計事務所は 8 月になってショートステイをなくし述べ面積を 510

㎡とした見直し案（平面図）を提示した。しかし、この見直し案は復興庁に示しているデイサー

ビスの補助対象面積とずれがあることや、集会所とのつながりなど多世代で活用するコンセプト

が十分には反映されていなかったため、町保健福祉課は文書で一部確認や再検討を要請した。直

轄調査チーム（平成 27 年度で直轄調査は終了しているが、有志として L建研・米野とジオ・プラ

ンニングが関わりを続けており、継続して「直轄調査チーム」と呼称する）でも、現案において

配慮が望まれる点を整理して、社協に提示した。 

 

 ■基本設計見直し案（H28.8.19） 作成：（株）福祉医療建築設計事務所 

 

 

    床面積 510.11 ㎡  うち地域交流スペース（黄色部分） 44.7 ㎡ 
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一方この頃、これまで高齢者生活支援施設に関する外部との窓口となっていた、社協の事務局

長が退職した。窓口であった担当者が不在となったため、直轄調査チームでは社協の現場スタッ

フと直接意見交換を行うべく、平成 28 年 9 月にＵＲ職員のコーディネートにより（次項参照）、

社協の現場スタッフと直轄調査チーム、ＵＲ、及び志津川東地区の災害公営住宅の基本検討から

関わってきた日東設計の担当者との間で、「福祉モール勉強会」を開催した。ここでは、直轄調査

チームから平成 26年度の整備検討会で検討した福祉モールのコンセプトを説明した上で、実際の

使い方（実施事業や人員配置等）を想定して現案に対する意見や要望を出してもらった。この内

容を「基本設計案についての要望」として整理し、社協から設計事務所に伝えてもらった。 

11 月 11 日に設計事務所より修正案が提示された。これに対して、社協スタッフは意見・要望を

まとめた上で、11月 17 日に設計事務所と社協、町保健福祉課、ＵＲで打ち合わせを行い、変更点

や検討事項を確認した。 

12 月 16 日に設計事務所より修正案と面積表が提示され、これで基本設計の完了となった。 

基本設計の完了までにかなり時間がかかり、この時点で高齢者生活支援施設の開設スケジュー

ルは当初予定より１年遅れの平成 30 年 4 月とされた。 

 

 ■基本設計見直し最終案（H28.12.16） 作成：（株）福祉医療建築設計事務所 

 

 

    床面積 520.05 ㎡  うち地域交流スペース（黄色部分） 44.7 ㎡ 
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⑥社協現場スタッフの「高齢者生活支援施設」への具体的な関わりの始まり 

●ＵＲによる集会所を活用したコミュニティ支援と社協勉強会のコーディネート（H28.7～） 

ＵＲは、平成 24年 4月の南三陸復興支援事務所の組織設立以降、南三陸町内の事務所に担当者

が常駐して災害公営住宅の計画に携わり、平成 25～26 年度の「福祉と住まいの連携モデル整備検

討会」に参加し、また町（直轄調査の支援）による入居前の「くらしの懇談会」や、入居後の集会

所を活用したコミュニティ支援にも関わってきた。 

志津川東地区では平成 28年度に災害公営住宅の入居が開始されたが、計画当初からこの地区で

は特にコミュニティづくりへの配慮が必要という認識を持っていたことから、ＵＲでは、まず 7

～9 月に入居した志津川東地区の東団地において、社協および集会所に配置される LSA（Life 

Support Adviser：社協スタッフ）と連携しつつ、集会所を活用したコミュニティ形成支援の取組

みに着手した（具体的には芋煮会等のイベント支援や共同花壇での野菜づくり活動の支援など）。 

また、町内の災害公営住宅の集会所に常駐する LSA は、日常的に住宅に関する質問や苦情など

にも直面することが予想されるため、ＵＲが LSA を集めて入居前の団地見学会なども実施してお

り、こうしたコミュニティ支援に取り組む中で、社協の現場担当者とのつながりも築いていった。 

こうした中、町内に常駐するＵＲ職員は、現地で高齢者生活支援施設（福祉モール）に関する

情報を入手し直轄調査チームなど関係者に伝えるとともに、社協の現場スタッフとの関係を築き、

直轄調査チームや本間照雄氏とＵＲによる社協の勉強会などをコーディネートした（H28.9～）こ

とにより、直轄調査チームと社協の現場スタッフとが初めてつながることになった。このことは、

直轄調査チーム、社協、本間氏、町役場、ＵＲが連携して高齢者生活支援施設の運営に関する住

民参加や地域支え合いの仕組みづくりを検討する気運の促進と体制づくりに大きな役割を果たし

た。 

 

●社協現場スタッフや生活支援員経験者の参加の意義 

高齢者生活支援施設の計画内容や具体的な運営方法の検討に関しては、前述のように平成 28年

度中頃から初めて社協の現場スタッフが参加することになったが、LSA を含む社協スタッフは、震

災後から被災者生活支援の担い手である生活支援員として、本間照雄氏の指導により地域福祉に

関する講義やワークショップ等を重ねながら現場での経験を積んでいた。 

また、復興事業が進み仮設住宅が縮小するに伴って生活支援員の人員は縮小していくこととな

ったが、生活支援員としての経験を積んだ住民が地域に戻り、一住民として地域福祉の担い手に

なってくれればとの思いから、社会福祉協議会では平成 27 年 5 月より住民のボランティア登録制

度「ほっとバンク」を開始した。 

生活支援員やその経験者は、社協スタッフや住民参加者として、その後（平成 29 年度）の住民

参加による「地域ささえあい活動検討会」の運営を円滑に進める推進力となり、あるいは生活支

援員を経験した地域住民が「ほっとバンク」のメンバーとなって、高齢者生活支援施設開設後の

地域福祉の担い手としての活動の展開に結びついていった。 

 

●「地域支え合い活動検討会・準備会」「地域ささえあいモール勉強会」の開催（H29.3） 

町保健福祉課では、平成 29 年度に「高齢者生活支援施設等を活用した『地域で支え合う仕組み
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づくり』」に取り組むこととし、復興庁の被災者支援総合交付金により予算を確保した。業務受託

者として、直轄調査チームにおいてこの取組みを提案してきたジオ・プランニングが予定され、3

月 23 日に関係者（町保健福祉課・地域包括支援センター・建設課、社協、本間照雄氏、ＵＲ、直

轄調査チーム）が集まって「地域支え合い活動検討会・準備会」を開催し、平成 29 年度の「地域

ささえあい活動検討会」の内容や進め方を議論した。 

同日（3月 23日）、全町の社協スタッフが集まってワークショップを行い、社協全体で高齢者生

活支援施設（地域ささえあいモール：この頃からこのような呼称が使われた）の内容を理解し、

次年度の住民参加による「地域ささえあい活動検討会」のファシリテーター役となる準備を行っ

た。この勉強会は平成 29年度も継続した。 

なお、LSA を含む社協スタッフは、本間照雄氏によって震災後からの生活支援員への研修を継続

しており、地域福祉に関する講義やワークショップ等を重ねながら現場での経験を積むことによ

り、生活支援や地域交流の意義が共有され、スキルやノウハウが蓄積されていた。そのため、高

齢者生活支援施設の趣旨や必要性はスムーズに受け入れられ、次年度の住民参加による検討会の

実施に向けて順調に準備を進めることができた。 
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(5)実施設計・工事／運営のしくみづくり活動期 

 …「地域ささえあい活動検討会」と「結の里」開設・活動開始（H29～30 年度） 
 

町は、平成 29 年度に住民参加の「地域ささえあい活動検討会」を開催することとし、町、社

協、本間照雄氏、ＵＲと直轄調査チームでその内容を検討する作業部会を構成した。検討会の

WS では、これまで本間氏の研修を受けてきた社協スタッフがファシリテーターとなり、住民

のグループワークを支えた。年度内に 4 回の検討会と 3 回の住民による試行活動を実施し、地

域ささえあい活動を担うキーパーソンが具体的に見えてきたこと、参加住民が高齢者生活支援

施設開設後の活動イメージをある程度描くことができたことなどの成果を得られた。 

施設設計については、実施設計に対して 6 月に「地域ささえあい活動検討会 運営支援チーム」

として最終的な要望を申し入れ、ほぼ実現することができた。 

高齢者生活支援施設は平成 30 年 4 月に開設し、町民公募によって「結の里」と名付けられた。

施設全体を運営する社協のサポートにより、初年度から住民が企画・運営する活動が行われつ

つあり、住民の代表が運営を協議する「結の里運営協議会」も設立された。 

 

①地域ささえあい活動検討会 

●「地域ささえあい活動検討会」（H29 年度）の概要 

「地域ささえあい活動検討会」は、平成 30 年 4 月に予定する高齢者生活支援施設「（仮称）地

域ささえあいモール」の開設に合わせて、施設を活用した地域交流や生活支援活動など、地域で

支え合う仕組みづくりを検討するものである。 

検討会は住民参加のワークショップ形式で 4 回実施した。また検討会を進めるにあたって、町

役場（保健福祉課、建設課）、社協、本間照雄氏、ＵＲ、直轄調査チームが参加する作業部会を検

討会の段階ごとに開催し、住民の意見や話し合いの進捗状況に応じたプログラムづくりを図った。 

志津川東地区の災害公営住宅は平成 28年度に完成し入居開始済であり、検討会開始までに新た

な生活をスタートして少なくとも数ヶ月が経過していた。また地域ささえあいモールの建物は、

平成 29 年度前半に実施設計を進め、年度後半に建設を開始し年度内竣工の予定であった。すなわ

ち、設計見直しに伴う開設時期の遅れにより、結果として住民の方々の新たな住宅での生活が始

まった少し後に検討会を始めることとなり、新生活のイメージもできて、生活に必要なことの要

望や不安・課題を具体的に話し合えるタイミングであったと言える。 

検討会と試行活動を通じて、地域ささえあい活動のキーパーソンが具体的に見えてきたことや、

参加した住民が試行活動を通じて活動を楽しみ成功体験を持つことができ、地域ささえあいモー

ルでの活動イメージをある程度描くことができたことは大きな成果であった。一方、試行活動自

体の成功は社協スタッフの手厚いバックアップによるところが大きく、また検討会の中で住民が

モールの運営に参加する「運営協議会」的な体制を検討するまでには至らなかった。 

 

●「地域ささえあい活動検討会」の検討経緯 

・主催：南三陸町 

・参加者：南三陸町民（周辺の自治会や、町内のＮＰＯ等活動団体等への呼びかけによる） 

・作業部会参加者：南三陸町（保健福祉課、建設課）、南三陸町社会福祉協議会、本間照雄氏、Ｕ
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Ｒ、日東設計、Ｌ建研 

 事務局：ジオ・プランニング＋衆環境計画 

 
 

【第 1回】地域ささえあいモール検討会（説明会）（H29.5.21） 

・「（仮称）地域ささえあいモールに関する説明会」という位置づけで、地域のまちづくりの意図

やモールの設計内容の特徴などを紹介し、なるべく多くの方に、「モールは誰でも集える地域の

交流活動の場であり、その活動は自分たちで企画・運営していく」ということを理解してもら

い、楽しく利用できるものだと感じてもらうことを目指した。 

・検討会後に、住民による「交流活動体験」を意図して、住民ボランティアの協力による「豚汁・

おにぎり」を屋外で楽しんだ。 

【第 2回】地域ささえあいモール検討会（H29.7.25） 

・前回の検討会で出たモール活用のアイデアをベースに、事前に社協内部で話し合い、まずは「ほ

っとカフェ」「ミニ食堂」「交流イベント」の 3つの活動を進めていくこととした。 

・検討会では、「ほっとカフェ」「ミニ食堂」「交流イベント」に関連して、どんな内容や運営方法

が考えられるかについて、他地域での住民活動の事例を紹介した。その上で、3 グループに分か

れ、ここでやりたい・できそうな活動の内容や運営方法を話し合った。 

・3 つのテーマで呼びかけた住民の方々が、試行活動に向けて引き続き「実行委員会」を構成し、

 

●検討会・作業部会の流れ（H29 年度） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【第２回検討会・作業 

 部会】7/25 

【試行活動】 

①10/14 

②10/28 

③11/29 

 

【第３回検討会・ 

  第４回作業部会】 

 12/14 

地区の現況整理 

地域住民組織・活動団体へのヒアリング 

【第１回検討会（説明

会）・作業部会】5/21 

・モールでの取り組み検討 

・試行活動の内容検討 

・地区まちづくりとモールの説明 

・モール等での活動アイデア 

【第５回作業部会】 

  2/15 

・施設運営計画の検討 

・住民の活動継続や運営の協議 

試行活動サポート 

企画・準備会 

直前打合わせ 

・試行活動の成果報告 

・今後の活動を考える 

（住民参加の運営体制の検討） 

【第４回検討会】 

 3/20 

 

<モール完成後の活動運営> 

・モールでの具体的な活動の検討 

・住民参加の運営イメージの共有 

モールの開設 

 

【第３回作業部会】 

 10/14 

・試行活動の進捗と今後の進め方 

・モール等の運営体制の検討 

住民参加の体制

づくり（試行） 

＊運営協議会等 

H30 年度 

 

試行活動候補のピックアップ（テーマ設定） 

地域活動団体を調べる 

住民グループ

によるモール

での活動運営 
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今後は各実行委員会で個別に活動の企画・実施に取り組んでいくことになった。 

【試行活動】（H29.10～12） 

①ミニ運動会（H29.10.14）…イベント実行委員会 

志津川東の西団地の中央広場で、「走らない！ミニ運動会」として「ボール渡し」「輪投げ」

「玉入れ」などの竸技を楽しんだ。 

②郷土料理を作って食べよう！（H29.10.28）…ミニ食堂実行委員会 

集会所で５テーブルに分かれて調理し、郷土料理「はっと汁」を楽しんだ。 

③ほっとカフェ＆フリーマーケット（H29.11.29）…ほっとカフェ実行委員会 

集会所とその周囲を使って、カフェと、手作り品や使わなくなった子供服などを販売するフ

リーマーケットを開催した。 

 

【第 3回】地域ささえあいモール検討会（H29.12.14） 

・3 回の試行活動を終えた後の検討会として、まずは試行活動の成果を地域住民の方たちに報告

する場と位置づけ、「ほっとカフェ」「ミニ食堂」「交流イベント」として実施した試行活動の成

果を実行委員から報告してもらい、会場の方々から感想や意見をいただいた。 

・3 つのテーマをベースとしたテーブルに分かれ、試行活動の成果や課題を踏まえつつ、（仮称）

地域ささえあいモールではどのような内容の活動がやりたいか、どんなことができそうかを話

し合った。 

【第 4回】地域ささえあいモール検討会（H30.3.20） 

・モール開設後の交流スペースでの活動を話し合ってもらう上で、あらかじめ集会所内に交流ス

ペースの規模やつくりを造作し、まず交流スペースの規模・つくり等を参加者に体感してもら

った。その後、3つのグループに分かれ、交流スペースでの活動イメージや、それに伴う交流ス

ペースの備品等（キッズコーナーやテーブル・イスなど）への意見を出していただいた。 

・また、（仮称）地域ささえあいモールのオープニングイベントを 4 月 27 日（金）に行うため、

公式行事以外のイベントの企画や実施方法を、各テーブルのテーマに沿って話し合っていただ

いた。（オープニングイベントの詳細は、各実行委員会で今後個別に検討する予定） 

 

●地域ささえあいモール通信 

地域ささえあい活動検討会と試行活動の内容を広く町民に知ってもらうため、検討会や試行活

動の開催後に「地域ささえあいモール通信」を作成し、検討内容を紹介した。「地域ささえあいモ

ール通信」は、志津川東地区の住民に配布するほか、南三陸町のホームページに掲載した。 

ミニ運動会            郷土料理を作って食べよう！   ほっとカフェ＆フリーマーケット 
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②実施設計に関する調整（H29.5～6） 

設計事務所では平成 28 年 12 月に基本設計を終えた後、約３ヶ月で実施設計を終えるスケジュ

ールとなっており、6月には工事入札に入る予定であった。町保健福祉課からは、社協に対して実

施設計図面を見たい旨を伝えていたが（設計事務所から）なかなか出てこず、5月に入ってようや

く図面一式が町社協に届き、平面図・外構図が保健福祉課へ送られてきた。 

5 月 21 日の地域ささえあい活動検討会作業部会では、この図面に関してＵＲ・日東設計を中心

にチェックした内容を社協に示した。社協では入札公告準備を行っているところであったが、こ

の作業部会後、改めて日東設計が中心となって社協スタッフへのヒアリングを実施した上で、社

協から図面一式の資料を受け取り、設計事務所に対する確認や改善提案をまとめることになった。 

その後、工事入札は 6月 28 日に行われることとなり、決定後の工事業者には設計変更への対応

の依頼が必要になるため、早急に改善提案を整理する必要があった。設計事務所は社協との契約

で業務を遂行しており、誰がどういう立場で設計事務所に改善を依頼するのかが悩ましかったが、

結局「地域ささえあい活動検討会 運営支援チーム」（Ｌ建研、ＵＲ、日東設計、ジオ・プランニ

ング、衆環境計画の関係者個人名）として、平成 26 年度の「福祉と住まいの連携モデル整備検討

会」に参加し、現在は町主催の「地域ささえあい活動検討会」に参加している立場で、「整備コン

セプトや全体計画との不整合のため改善が必要」な点と、「社協スタッフからの聞き取りによる改

良をお願いしたい事項」に分けて整理した提言書を作成し、6月 19 日付で町保健福祉課と社協宛

に提示した。 

 

■南三陸町高齢者生活支援施設の設計についての提言（地域ささえあい活動検討会 運営支援

チーム）（提言の項目） 

Ａ）整備コンセプトや全体計画との不整合のため改善が必要 

①施設北面及び北西部分が裏側的にならないよう景観上配慮すべき 

②ウッドデッキ西側のフェンスをとりやめ、舗装広場との一体的利用を可能にすべき 

③移動販売車スペースを確保し適切な設えを行うべき 

④カフェラウンジとウッドデッキ間の空間的連続性を高めるべき 

Ｂ）社協スタッフからの聞き取りによる改良をお願いしたい事項 

⑤カフェラウンジと事務室-2の間の窓を開閉できるよう改良 

⑥洗濯物を干す場所及び動線についての配慮 

⑦ホールと事務室-1,-2 の空調への配慮（展開図 1） 

⑧車寄せ付近の駐車場車止めのとりやめ 

⑨厨房への搬入等動線への配慮 

 

この提言書は社協から設計事務所に伝えられたが、コストの関係もありどこまで反映できるか

は不確定とのことで、具体的な対応については返事をもらえないままだった。 

その後、6月 28 日の工事入札は不調に終わったが、調整の結果、工事業者は志津川建設に決ま

り、8月 3日に社協との工事請負契約を締結した。社協が 6月 19 日付提言書の内容を志津川建設

に確認したところ、ほとんどの項目は対応可能との回答があり設計に関する懸案事項が解決した。 
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③工事着工～竣工（H29.9～H30.3） 

その後、建築確認申請を行い、平成 29 年 9 月 7 日に安全祈願祭がとり行われ、「南三陸町高齢

者生活支援施設等新築工事」着工となった。着工時期の遅れにより工期がかなり短縮されたが、

施工者の志津川建設はじめ関係者の尽力により、平成 30年 3月に竣工し南三陸町社会福祉協議会

への建物の引渡しが行われた。 

工事費についても関係者間での調整が行われ、最終的な整備費用は建物本体 1億 9,244 万円（国

補助 3/4）、備品・設備約 6,000 万円であった。また、予算上不足していたウッドデッキの一部や

カフェのテーブル等の備品については、社会福祉法人朝日新聞厚生文化事業団による助成を受け

て整備することができた。なお、朝日新聞厚生文化事業団からは平成 30 年度にも新たに赤ちゃん

用「おむつの交換台」等の支援を受けている。 

 

 ■高齢者生活支援施設 平面図（H30.1.30） 作成：（株）福祉医療建築設計事務所 

 

 ・主な用途：デイサービス、事務室、地域交流スペース 

 ・構造：木造平屋 

 ・建築面積：520.04 ㎡、延床面積：520.04 ㎡ 

    うちカフェラウンジ及び調理コーナー：計 57.96 ㎡ 

 ・整備費 建物本体工事費：1億 9,244 万円 

              内訳 国：1億 4,418 万円（3/4 補助）、社協：4,806 万円 

      備品・設備：約 6,000 万円（社協） 
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④高齢者生活支援施設「結の里」オープン、住民参加活動の開始（H30 年度） 

 

●高齢者生活支援施設「結の里」の竣工・運営開始（H30.4）～H30 年度末までの状況 

高齢者生活支援施設は平成 30 年 3 月に竣工し、同年 4 月より施設運営が始まった。4 月 27 日

にはオープニングイベントが開催され、多くの町民が訪れて「地域ささえあい活動検討会」の住

民グループが企画した「餅ま

き」や「長～いのり巻きづく

り」などのイベントを楽しん

だ。また、町民公募や高校生

ワークショップにより、高齢

者生活支援施設は「結の里」、

ウッドデッキは「リアスふれ

あい広場」と命名された。 

 

社協では、地域福祉担当を 5名配置し、交流スペースで

は毎日カフェを開設している。カフェの担い手は、ふだん

は社協スタッフだが、週 1日は「ほっとバンク」のボラン

ティア（「地域ささえあい活動検討会」のカフェグループ

有志等）が行っている。また「地域ささえあい活動検討会」

に参加していたＮＰＯウィメンズアイのつながりで、そ

のメンバーの焼いたパンの販売が毎週 1 回行われること

になった（販売は「ほっとバンク」が行う）。乳幼児を連

れたお母さんたちが集まってお互いに子どもを預かった

り、小学生が立ち寄って宿題をする姿が見られるなど、多

様な人たちに活用されるようになってきたという。 

「地域ささえあい活動検討会」で「ミニ食堂グループ」

として活動した有志は、「結の里」で月 1回の食事会を行

っている。また「イベントグループ」は、ミニ運動会や映

画会などを企画・実施した。 

 
月１回の「みんな食堂」 ミニ運動会で幼稚園児と踊る 

「結の里」オープニング 「結の里」オープニングの餅まき 

カフェでパン等の販売 

子連れのお母さんたちが集う 
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交流スペースの運営に関しては、社協スタッフが町内の地域バランスを見て声をかけた住民 10

名による「運営協議会」が設立され、平成 30年 8月に第 1回、12月に第 2回が開催された。さら

に第 3 回は「女川町への視察旅行」として、住民によるカフェ活動等で先行する女川運動公園住

宅の活動視察が行われた。 

以上のように、平成 30 年度末時点の現状では、社協の地域福祉担当によるサポートが大きいも

のの、「地域ささえあい活動検討会」で検討・試行した活動が住民によって継続・進化しながら取

り組まれており、住民自身が運営を検討する体制もつくられている。 

 

■平成 30年度「結の里」における主な事業実績 

 

●運営協議会（３回実施）：委員 10名（住民）、事務局（社協）により、結の里による住民の居

場所づくりや住民主体の生活支援活動などについて協議。 

 ①8月 2日（木）、②12月 6 日（木）、③３月 19日（火）視察研修（女川運動公園住宅） 

 

●えんがわカフェ：月～金曜日の 8：30～17：15 に営業（イベント時は土日祝も開店） 

 ＊水曜日はパン販売も兼ねて「ほっとバンク」より 2名の協力で実施 

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

来店者 83 113 288 262 268 212 
 

月 
10

月 

11

月 

12

月 
1 月 2 月 3 月 合計 

来店者 678 879 236 255 311 453 4,038 

 

＜屋外エリア・おいしいフードコーナー＞ 

・曜日ごとに屋外で野菜（無人販売）、クレープ、たこ焼き、焼き鳥、ポップコーン等を販売（屋

台）。 

 

●みんな食堂：住民有志の「食堂実行委員会」による企画・運営 

 8 月・1月以外は毎月実施。11 時開始、参加費 300 円～（材料・保険） 
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●イベント関係：①～④は住民有志の「イベント実行委員会」による企画・運営 

・4/27（金）結の里オープニングイベント、式典① 

 

●MEGURU ステーション実証実験：10・11 月に結の里の前で資源ゴミ回収、衣類等のリサイクル、

薪ストーブの展示などを実施。アミタホールディングス（株）との連携事業。最終的に 400 世

帯が参加。 

 

●視察研修受け入れ：H30 年 5月～H31年 3月の間、78団体・553 人の視察研修を受け入れ 
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３．まとめ 

(1)「結の里」の意義 

 平成 30 年 4 月に開設された結の里は、開設から 8 年の年月を経て、「みんなの居場所・ささえ

あいの拠点」として、広く町民に認知されるようになっている。令和 5 年に町社協が実施した、

高校生以上の町民を対象としたアンケート調査（令和 5年 4～5月実施：配布部数 1,733、回収部

数 970、回収率 56.0％）では、結の里を「知っている」との回答が 71％であり、全ての年齢層に

おいて認知度が高いという結果であった。社協＝結の里というイメージも持たれているという（南

三陸町社会福祉協議会・第 2期南三陸町地域福祉活動計画「にっこり ほっこり こころプラン」

資料編より）。 

 このように認知度が高いのは、結の里において幅広い世代を対象とした様々な活動が行われて

いるからだと思われる。平日は毎日営業している「①えんがわカフェ」のほか、毎月実施されて

いる「②みんな食堂」、「結の夏祭り」や「走らない大運動会」などの季節ごとの「③イベント」と

いう、住民で構成される実行委員会が平成 29年度の試行活動から続けている 3本柱の活動がその

中心である。これらの結の里が主催する活動以外にも、町内・町外の様々な団体が結の里をイベ

ントや教室、ワークショップの開催場所として活用している。このように常に何らかの活動が行

われており、それらの情報が随時発信されているため、結の里の存在が広く町民に知られている

のであろう。 

認知度が単に高いだけではなく、上記のアンケート調査では①えんがわカフェに「行ったこと

がある」人が 31％であるなど、利用度も高いことは特筆すべきである。実際の利用状況をみるた

め、社協の各年度の事業報告より、①えんがわカフェの売上金と②みんな食堂の参加人数の推移

を見たのが以下の２つのグラフである。①えんがわカフェの売上は、令和 2 年度にコロナ禍のた

め低下しているものの、以降は右上がりに伸びている。②みんな食堂の参加人数は、コロナ禍を

挟んだにもかかわらず伸び続けており、近年では年間 2,500 人近くになっている。集まることが

難しかったコロナ禍の時期においても、住民自身の活動意欲が「弁当にして宅配しよう」という

アイデアを生み出し、活動の継続と展開につながったのだという。このように、活動が活発に行

われ結の里の利用者は年々増えており、まさにコンセプト通りに、「みんなの居場所」となってい

ることがうかがえる。 

 

 
①えんがわカフェの年間売上金        ②みんな食堂の年間参加人数 
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 コンセプトのもう一方の文言、「ささえあいの拠点」としての役割はどうであろうか。上記と同

様に、社協の各年度の事業報告より、結の里にある「デイサービスセンターしづがわ」の利用実

績（延人数）と、結の里を拠点として生活援助員が実施する災害公営住宅 LSA 事業の見守り総数

について、年度毎の推移をみたのが以下の 2 つのグラフである。デイサービスセンターはこの７

年間で毎年平均延べ 4,230 人の利用がみられており、地域の高齢者の生活を支えている。災害公

営住宅 LSA 事業の方は、令和 2年度までは生活援助員が 14名だった体制が、令和 3年度からは 9

名に減っていることもあってか、見守りの総数は令和 3 年度に大きく減少してはいるが、それで

も年間に 5,000 件前後の見守りが行われており、災害公営住宅で暮らす高齢者等の生活を支えて

いるといえる。 

 

 
 デイサービスセンターしづがわの利用実績    災害公営住宅 LSA 事業での見守り総数 

 

 これらの介護保険事業（デイサービスセンター）及び町からの委託事業（災害公営住宅 LSA 事

業）以外にも、地域のＮＰＯがママたちのつぶやきをキャッチして始めた、子どものあずかりあ

いっこ（0～1 歳くらいの子どもを保護者や子育て経験者、ほっとバンクメンバーが預かる活動）

が、結の里のカフェスペースで実施されている。また、不要になった町内中高等学校の制服を提

供いただき、次世代へおさがりする「おさがりＢＯＸ」の活動が、結の里を拠点として行われる

など、人の面でも物の面でも、様々な形で「ささえあいの拠点」となっていることがうかがえる

（南三陸町社会福祉協議会・第 2期南三陸町地域福祉活動計画「にっこり ほっこり こころプラ

ン」より）。 

 

 このように、結の里は、「みんなの居場所・ささえあいの拠点」として広く認知され、実際に幅

広く利用されている。この実態は、当初の「福祉モール」というアイデアを見事に実現している

し、そのアイデアをさらに超えるような形で発展しているとも言えよう。結の里には、ハードと

して多様に活用しうるカフェラウンジ＋ウッドデッキ＝交流スペースと、ソフトとしての幅広い

活動の領域＝フィールドという、両面が揃っているからこそ、このような社会的役割を果たすこ

とができるのだと考えられる。また、このような場を、行政機関ではなく、民間団体である社協

が所有し運営しているからこそ、状況に応じた柔軟かつ的確な利用ができるのだと思われる。 

 社協の第 2期南三陸町地域福祉活動計画「にっこり ほっこり こころプラン」では、結の里を

「社会的空間」と位置づけ、この空間を通じて社協は町内外における多職種・他団体・企業等と

の横断的・縦断的なつながりを構築する「プラットフォーム」の機能を果たすとしている。そう
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いう意味で、結の里は社協そのものであるとも言えるのであり、その理念を具現化した場として、

今後も継続・発展していくことが期待される。 

 

(2)「結の里」が実現できた要因 

 「結の里」のような形で、高齢者の生活を支えるための施設や、地域の人々が気軽に集えるよ

うな施設が、災害公営住宅に併設された事例は、東日本大震災の被災地でも数少ない。高齢者向

けのデイサービスを併設した事例（気仙沼市内湾(南町一丁目)、石巻市立町等）や、集会所以外

に高齢者等が集える空間を併設した事例（多賀城市桜木、女川町運動公園等）はあっても、両者

を合わせ持つような事例はほとんどみられないのが実情である。その上で、災害公営住宅に併設

された施設＝ハードを活用して、多様な主体を対象とした活動＝ソフトが行われているところと

なると、結の里くらいしか見あたらないのではないか。 

 このような施設が南三陸町志津川東地区で実現し、様々な活動が行われて地域に根ざすように

なったのはなぜであろうか。前章で述べた検討のプロセスの中から、成功のポイントとなったと

みられる出来事を取り上げるとするならば、以下のような点が挙げられよう。 

 

   ①「福祉モール」始動期：「福祉モール」のアイデア出し ·················· p. 9 

   ②計画・事業手法検討期：「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」の開催 ·· p.18 

   ③設計見直し／運営のしくみづくり準備期：社協現場スタッフの関わり ····· p.45 

   ④実施設計・工事／運営のしくみづくり活動期： 

住民参加による地域ささえあい活動検討会での検討と試行活動 ········· p.47 

 

 ①に関しては、福祉アドバイザーである本間氏のアイデア出しがなければ、そしてその提案を

受け止めたＵＲによるイメージの検討がなければ、「福祉モール」の構想は立ち上がらなかったで

あろう。②については、県からの働きかけや、ＵＲ及び日本建築学会や国交省直轄調査チームか

らの具体的な提案がなされなければ、町として「福祉モール」に取り組もうとする意思決定は難

しかったものと考えられる。③に関しては、社協の現場スタッフが関わるようにならなければ、

結の里というハードを活かした様々なソフトの活動はなしえなかったといえる。そして④につい

ては、検討会に住民が参画して実際に活動をしてみるという経験がなければ、今日まで続く活動

の３本柱は生まれなかったと思われる。 

 これらの①～④の出来事の持つ意味合いを整理すると、結の里が実現できた要因、成功した要

因として、大きく次の 4点が挙げられるのではないか。 

 

Ⅰ.外部からの働きかけ 

 上記①の福祉アドバイザーとＵＲ、②の県や日本建築学会・直轄調査チームは、いずれも南三

陸町や社協からみれば「外部」の存在である。そのような外部からの問題提起や働きかけ、そし

て様々な形の支援があったからこそ、福祉モールの必要性やイメージが共有され、取り組もうと

する意思が生まれ得たのだと考えられる。 
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①の段階での当初の提案は町や社協に近い立場（福祉アドバイザー、ＵＲ）からなされ、その

提案を具体化する②の段階で外部の専門家（日本建築学会、直轄調査チーム）からの意見や助言

があったという進み方も、適切だったのではないか。当初の段階で町や町社協から遠い立場の専

門家から福祉モールの必要性が提起されたとしても、おそらく響かなかったと思われる。 

 上記③の設計見直しの局面においても、直轄調査チーム＋ＵＲ・日東設計という外部の専門家

が、社協の現場スタッフと意見交換を行い、実際の使い方を踏まえた意見や要望を設計事務所に

伝えるという、いわば「翻訳者」の役割を果たしている。このような発注者・利用者と設計者の

間を仲立ちする立場がいなければ、結の里は現在のような形にはなっていなかったのであり、こ

こでも外部からの働きかけが機能したといえる。 

 

Ⅱ.当事者の主体的参画 

 上記③の場面で社協の現場スタッフが「福祉モール」の検討に直接関わるようになり、④の場

面で住民が実行委員として「地域ささえあいモール」の取組に関わるようになったことが、その

後のソフト面での様々な活動につながっているといえる。結の里が完成した後に当事者として運

営していくこととなる社協スタッフや住民が、完成前の段階で主体的に参画していなければ、建

物は出来たが実際には使われないという状況が生じていた可能性は高いのではないか。社協スタ

ッフは、③から④にかけて「福祉モール」の内容と目的を理解し、ワークショップのファシリテ

ーターを務め試行活動を支援した。こうした経験を踏まえ、住民意向の実現を支えコミュニティ

支援を行っていくことへの意識を強く持ち、今日もその立場を継続している。④では、住民自身

が活動を提案・試行し、その成果と課題を次に展開していく体験ができたことで、活動への自信

や参加意欲が醸成され、結の里での本格的な活動の実施と円滑な運営につながっていった。 

本来であれば、より前の段階、福祉モールのイメージを構築する段階（「福祉モール」始動期）

や、施設の空間や機能を具体化する段階（計画・事業手法検討期）から、これらの当事者が関わ

っておくことが望ましかったのであり、そうすれば現在のハードの形とはまた違った結の里が実

現していたのかもしれない。その点は反省すべき部分もあるが、少なくとも完成するより前、運

営が始まるより前に、当事者の参画が得られたことは、大きな意味を持つといえよう。 

特に、結の里の建物だけでなく、周囲の屋外空間（団地の中央広場、ウッドデッキ、駐車場）や

集会所との繋がりについても理解してもらい、それらを含めた活動をイメージしてもらうことが

できたことは、その後の幅広い活動の展開にもつながっていると考えられる。 

 

Ⅲ.時間をかけた準備 

 上記③で社協の現場スタッフが具体的に関われるようになったのは、施設の提案内容が見直さ

れて開設スケジュールが 1 年遅れたためである部分が大きく、予定通りに完成していれば開設前

に関与する機会はほとんどなかったかもしれない。同様に、④で住民も参加する形で地域ささえ

あい活動検討会を開催し、そこでの検討を受けて 3 本柱の試行活動を行えたのも、開設スケジュ

ールが 1 年遅れており、その分時間の余裕があったからである。結の里の立地する志津川東地区

災害公営住宅は平成 28年度中に入居開始・完了しているが、仮にこの年度に住民参加の検討会を
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行おうとしても、住まいがまだ安定していない住民にとって参加する気持ちの余裕は持てなかっ

たかもしれない。 

このようにみれば、開設が遅れたことで 1 年分の時間が生まれ、この期間を活用して検討や活

動ができたからこそ、開設後に様々な活動を展開することができたのだといえよう。開設スケジ

ュールが１年遅れることになった際には、災害公営住宅の入居開始に福祉モールの開設が間に合

わないということで問題視もされたのだが、今になってみれば“怪我の功名”で、1年間遅れたか

らこそかえって良い結果が生まれたのだと思われる。そのような意味では、計画見直しによって

生まれてしまった時間を有効に活用し、一定の時間をかけて丁寧に準備を進めたことが、成功に

つながったと思われる。 

 

Ⅳ.施設の中だけで閉じない活動 

 上記②の「福祉と住まいの連携モデル整備検討会」では、福祉モールの地域交流スペースとし

ては約 161 ㎡と広い面積が想定されており（p.25）、その後の社協による提案でも地域交流スペー

スは約 97 ㎡が確保されていた（p.35）。しかし上記③で全体の床面積を減らす方向で設計の見直

しが行われる中で、地域交流スペースは 44.7 ㎡に縮小されており（p.43～44）、実際に建設され

た建物でも地域交流スペースはデイサービスにつながる通路部分も含めて 57.96 ㎡であり、当初

の提案からは大幅に縮小された形である（p.54）。 

 面積が狭くても様々な地域交流活動が実施できているのは、地域交流スペースは単独で機能を

果たすのではなく、デッキを挟んで隣接する災害公営住宅の集会所の集会室や交流ゾーンと連携

して利用することが上記②の検討段階から考えられており（p.25～26）、一体的に活用することで

全体として地域のにぎわいをつくり出すことが構想されていたからであろう。実際、上記④での

試行活動は「結の里」の完成前に集会所の集会室や交流ゾーン、災害公営住宅団地の中央広場を

使って行われているし、「結の里」完成後の活動も同様に集会所等も活用することで実施されてい

る。「みんな食堂」での食事の調理は厨房設備のある集会所がなければ難しいだろうし、イベント

での映画上映などは集会所の広い集会室がなければ実施は難しいと思われる。 

 このように、施設内のスペースだけで閉じるのではなく、その外側の関連施設とも連携する形

で活用出来るような空間がつくられたことで、活発な地域活動が展開できているといえよう。こ

のような空間の利用ができるのは、集会所を管理運営する災害公営住宅の自治会とも連携がとれ

ているからであり、ハード・ソフトの両面で外とつながっていることが成功の要因といえる。 

 

 

 以上のような実現要因・成功要因は、住民参加による施設づくりやまちづくり全般にも当ては

まることであり、災害からの復興という取組の速度が求められる場合においても、やはり重要な

ことであると改めて考えられるのである。特に、被災地におけるコミュニティ関連施設の検討に

おいては、住宅・まちづくりや地域福祉の専門家等が情報提供やアドバイスなど、必要に応じて

積極的に働きかけ、住民や運営スタッフ等当事者の開設前からの参加を促しつつ、被災した住民

の状況や気持ちに寄り添って時間に余裕を持って取り組んでいくことが望まれる。 
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